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2.1　現地調査 *

2.1.1　概要

「平成 28 年（2016 年）熊本地震」について，

気象庁地震火山部，気象研究所，福岡管気象台，

熊本地方気象台，下関地方気象台，佐賀地方気象

台，長崎地方気象台，大分地方気象台，宮崎地方

気象台及び鹿児島地方気象台は，一連の地震で震

度 5 強以上を観測した震度観測点及びその周辺を

中心に「気象庁機動調査班（JMA-MOT）」を派

遣し，震度観測点の状況及び地震動による被害状

況の現地調査を実施した．

2.1.1.1　調査期間

2016 年 4 月 15 日～ 4 月 30 日

2.1.1.2　調査内容

ａ）震度観測点の観測環境点検

震度計台，周辺の地盤の視認調査．

震度計台を手や足で押し異常の有無の点検．震

度計計測部の水平の確認．

ｂ）震度観測点周辺の被害状況調査

震度観測点周辺（震度観測点から概ね 200m 以

内の範囲）における地震動による被害状況を調査．

ｃ）地表現象の調査

地表現象が現れた地域における視認調査．

ｄ）上空からの被害状況調査

ヘリコプターによる上空からの熊本県被害状況

の視認調査（九州地方整備局の協力による）．

2.1.1.3　調査実施官署等

現地調査実施官署，調査実施日及び調査対象市

町村を第 2.1.1 表に示す．

*　福岡管区気象台

第 2章　現地調査とアンケート調査

2.1.1.4　調査地域

「平成 28 年（2016 年）熊本地震」の一連の地

震活動で震度 5 強以上を観測した震度観測点 79
地点（第 2.1.1 図，第 2.1.2 表参照）及びその周辺

等を調査した．

2.1.2　震度観測点の観測環境点検

震度 5 強以上を観測した震度観測点の観測環境

点検の結果（第 2.1.3 表参照），全観測点 79 地点

中不適切が 2 地点（南阿蘇村河陽，熊本南区富合

町）であった．南阿蘇村河陽は，4 月 22 日 13 時

以降，熊本南区富合町は 4 月 23 日 15 時以降地震

情報への活用を停止していたが，県による復旧作

業が完了し，気象庁において設置環境が適切であ

ることを確認したため，両観測点とも 5 月 2 日

15 時 30 分から活用を再開した．これらの震度計

で観測環境点検前に観測されていた震度データに

ついては，精査の結果，問題がなかったことを確

認した． 

2.1.3　震度観測点周辺の主な被害状況

震度観測点周辺で確認された被害状況につい

て，ここでは，解説のみを記述する．地図及び写

真については，災害時地震報告（気象庁，2016）（付

録 CD-ROM に PDF ファイルで収録）を参照のこ

と．また，熊本県では震度 5 強を観測した震度観

測点数が多いため，観測点周辺において目立った

被害が確認されなかった震度観測点については解

説の記述を省略した．

2.1.3.1　熊本県

調査地域　熊本県阿蘇郡西原村

1　西原村小森（震度 7）
（観測点名の前の数字は，第 2.1.2 表の「番号」．
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以下同じ．）

西原村小森では，役場壁の一部破損，駐車場の

亀裂や歩道塀の一部損壊等の被害が確認された．

また，周辺住家の一部損壊のほか，住家瓦の損壊

や道路の亀裂等の被害が確認された．

西原村布田では，周辺住家の倒壊または一部損

壊のほか，住家瓦の損壊や道路塀の倒壊等の被害

が確認された．

調査地域　熊本県上益城郡益城町

2　益城町宮園（震度 7）
益城町宮園周辺では，道路亀裂，橋崩落，グラ

ウンドの亀裂，落石，がけ崩れ，住家・神社損壊，

鳥居崩壊，法面崩壊等の被害が確認された．

また，益城町下陳周辺では，畑に東北東～西

南西方向にかけて，長さ 500m 以上，水平方向約

0.6m，上下方向約 0.3m の地表断層が確認された．

調査地域　熊本県阿蘇郡南阿蘇村

3　南阿蘇村河陽（震度 6 強）

南阿蘇村河陽では，家屋損壊，道路亀裂，がけ

崩れ，山崩れ等の被害が確認された．また，南阿

蘇村立野では山崩れ，道路亀裂，落橋等の被害が，

南阿蘇村長野では，住家損壊，擁壁崩落等の被害

が確認された．

18　南阿蘇村中松（震度 6 弱）

南阿蘇村中松付近では，道路損壊，道路法面崩

落（阿蘇市），駐車場に亀裂等の被害が確認された．

19　南阿蘇村河陰（震度 6 弱）

南阿蘇村河陰付近では，民家屋根の一部破損，

石塔の傾斜等の被害が確認された．

43　南阿蘇村吉田（震度 5 強）

南阿蘇村吉田付近では，民家屋根の一部破損等

の被害が確認された．

調査地域　熊本県菊池市

4　菊池市旭志（震度 6 強）

震度計を設置している菊池市旭志総合支所付近

では，庁舎床の亀裂が確認された．また，周辺で

は旭志市営グラウンドの亀裂や家屋・神社の損壊

等の被害が確認された．

23　菊池市隈府（震度 6 弱）

菊池市隈府周辺では，ブロック塀の倒壊，民家

屋根の一部破損，歩道の亀裂，民家基礎の亀裂等

の被害が確認された．

24　菊池市泗水町（震度 6 弱）

菊池市泗水町周辺では，ブロック塀の倒壊，建

物天井の一部破損，記念碑の一部転倒，屋根の一

部破損，煙突の一部破損等の被害が確認された．

調査地域　熊本県宇土市

5　宇土市浦田町（震度 6 強）

宇土市浦田町周辺では，市役所庁舎の損壊や記

念碑の倒壊，レンガ壁崩壊や住家の屋根瓦の破損・

落下，橋脚の破損，路面の亀裂等の被害が確認さ

れた．

また，宇土市内では，山崩れ，屋根瓦や外壁の

落下，路面の亀裂等の被害が確認された．

調査地域　熊本県菊池郡大津町

6　大津町大津（震度 6 強）

震度計を設置している大津町役場では，庁舎の

壁の亀裂や剥離等の被害が確認された．また，役

場周辺では，民家の壁の剥離や亀裂，屋根瓦の一

部崩落等の被害が確認された．

25　大津町引水（震度 6 弱）

大津町引水の震度観測点周辺では，民家の壁の

亀裂や剥離，ブロック塀の亀裂，墓石の倒壊等の

被害が確認された．

調査地域　熊本県上益城郡嘉島町

7　嘉島町上島（震度 6 強）

震度計を設置している嘉島町役場では，天井の

金属枠落下や側溝蓋の破損，歩道と駐車場に段差

ができる被害が確認された．役場周辺では，通路

の亀裂や玄関ガラス損壊，建物傾倒や壁と通路の

亀裂，マンホールの隆起，墓石の倒壊，家屋の倒

壊等の被害が確認された．

また，嘉島町鯰では，土蔵壁の剥離や落下，家

屋の傾倒や寺院の倒壊，道路の沈下等の被害が確

認された．嘉島町上六嘉及び北甘木では，家屋倒

壊，ブロック塀の倒壊，倉庫損壊，道路の陥没，

鳥居と灯篭の倒壊の被害が確認された．
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調査地域　熊本県宇城市

8　宇城市松橋町（震度 6 強）

震度計を設置している宇城市役所では，市役所

の歩道の湾曲や構内道路の陥没，窓ガラスの破損，

壁の亀裂等の被害が確認された．また，周辺の神

社の灯篭の倒壊，鳥居の損壊のほか，民家の屋根

瓦の崩落や道路の亀裂等の被害が確認された．

9　宇城市小川町（震度 6 強）

宇城市小川町では，小川支所でタイルの剥離，

壁面の亀裂，渡り廊下の亀裂，歩道の陥没等の被

害が確認された．また，周辺で民家屋根瓦の損壊，

民家や作業小屋の倒壊等の被害が確認された．

10　宇城市豊野町（震度 6 強）

宇城市豊野町では，豊野支所周辺で石垣の倒壊，

縁石の破損，壁の剥離や亀裂等の被害が確認され

た．また，周辺では石垣の亀裂，地面の陥没，住

宅屋根の破損，寺院建物の損壊や石碑・石塀の倒

壊等の被害が確認された．

30　宇城市不知火町（震度 6 弱）

宇城市不知火町では，不知火支所周辺で民家の

屋根瓦の損壊，建物の内壁の亀裂，墓石の倒壊等

の被害が確認された．また，周辺の図書館や美術

館では展示物や天井の落下の被害が確認された．

調査地域　熊本県合志市

11　合志市竹迫（震度 6 強）

震度計を設置している合志市役所では，庁舎の

壁に亀裂等の被害が確認された．また，市役所周

辺では外庭のタイルの破損，植栽壁の破損，石碑

の倒壊等の被害が確認された．

33　合志市御代志（震度 6 弱）

震度計を設置している合志市庁舎の周辺では，

家屋の壁や基礎に亀裂，屋根瓦の破損等の被害が

確認された．

調査地域　熊本県熊本市

12　熊本中央区大江（震度 6 強）

熊本中央区大江周辺では，熊本城の石垣の崩壊

が確認された．また，熊本市消防局やその周辺で

は，歩道や花壇の亀裂，住家の屋根瓦の落下，消

防局壁面の亀裂等の被害が確認された．

13　熊本東区佐土原（震度 6 強）

熊本東区佐土原周辺では，屋根瓦の破損・落下，

内壁の剥離等の被害が確認された．また，熊本市

東区桜木では，住家の倒壊が確認された．

14　熊本西区春日（震度 6 強）

熊本西区春日周辺では，住家の一部損壊，外装

剥離・亀裂，ブロック塀の一部損壊の被害のほか，

墓石の転倒・倒壊，マンホールの陥没，道路や歩

道の亀裂等の被害が確認された．

35　熊本南区城南町（震度 6 弱）

熊本南区城南町周辺では，熊本市南区役所城南

総合出張所において壁の亀裂や外壁剥離，地面の

亀裂等の被害が確認された．また，ブロック塀の

倒壊のほか，住家の屋根瓦の破損・落下，墓石の

転倒・倒壊の被害が確認された．

36　熊本南区富合町（震度 6 弱）

熊本南区富合町周辺では，住家の屋根瓦の破損・

落下が確認されたほか，熊本市南区役所周辺の歩

道や道路の亀裂や湾曲の被害が確認された．

37　熊本北区植木町（震度 6 弱）

熊本市北区植木町岩野付近では，民家屋根の破

損，施設犬走り・コンクリートに亀裂等の被害が

確認された．また，龍田周辺では，塀の破損，地

面の亀裂等の被害が確認された．

調査地域　熊本県阿蘇郡産山村

15　産山村山鹿（震度 6 強）

産山村山鹿では，役場の天井部材の剥離，内外

壁の亀裂のほか，村営住宅屋根瓦の崩壊，道路へ

の落石等の被害が確認された．また産山村田尻周

辺では，斜面のひび割れが確認された．

調査地域　熊本県下益城郡美里町

28　熊本美里町永富（震度 6 弱）

熊本美里町永富周辺では，壁やタイルの亀裂，

道路（アスファルト）の湾曲，石垣・ブロック塀

の倒壊等の被害が確認された．

29　熊本美里町馬場（震度 6 弱）

震度計を設置している美里町役場では，資料棚

の損壊が確認された．

その他周辺の被害として，美里町佐俣では石橋

の損壊，中部では地面の亀裂，小屋の損壊，川越
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では擁壁の崩壊，名越谷では外壁の亀裂，落下等

の被害が確認された．

調査地域　熊本県阿蘇市

16　阿蘇市一の宮町（震度 6 弱）

阿蘇市一の宮町北坂梨では，住家の擁壁崩落が

確認された．また，阿蘇市一の宮町宮地の阿蘇神

社では楼門が倒壊し，拝殿は崩壊した．

17　阿蘇市内牧（震度 6 弱）

阿蘇市の県道 149 号線周辺において，地面の亀

裂が確認された．また，兜岩展望台では地面の亀

裂が見られ，土砂崩れ寸前の状態であった．

調査地域　熊本県八代市

20　八代市鏡町（震度 6 弱）

八代市鏡町北新地では，橋の一部破損のほか，

震度観測点から東南東，約 9km の八代市東陽町

南では，スポーツ施設の天井部材が落下する被害

が確認された．

44　八代市平山新町（震度 5 強）

震度計を設置している施設敷地内では，施設壁

や床の亀裂，窓ガラスの破損等の被害が発生した．

45　八代市松江城町（震度 5 強）

震度計を設置している八代市役所では，屋内壁

面の剥離のほか，周辺では，建物の階段に亀裂，

スポーツ施設の天井部材の落下が確認された．

46　八代市千丁町（震度 5 強）

震度観測点から北北西，約 3km の八代市昭和

日進町では堤防が崩壊する被害が確認された．

その他周辺の被害として，八代市大島町ではが

け崩れ，地面のひび割れが確認された．

調査地域　熊本県玉名市

21　玉名市横島町（震度 6 弱）

玉名市横島町周辺では，家屋の倒壊，外壁の剥

離・脱落，灯籠の倒壊等の被害が確認された．

22　玉名市天水町（震度 6 弱）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．

47　玉名市中尾（震度 5 強）

玉名市中尾震度観測点から東南東約 5km の玉

名市田崎付近では，地面の亀裂，屋根瓦の落下，

外壁の亀裂等の被害が確認された．

調査地域　熊本県菊池郡菊陽町

26　菊陽町久保田（震度 6 弱）

震度計を設置している菊陽町役場では，役場敷

地内招魂碑倒壊の被害が確認された．また，菊陽

町周辺では，武道場壁崩落，家屋損壊，ブロック

塀損壊，神社鳥居崩落等の被害が確認された．

調査地域　熊本県上益城郡御船町

27　御船町御船（震度 6 弱）

御船町御船周辺では，家屋，職業訓練施設，病

院，集会所の破損，墓石倒壊，道路，グラウンド

に発生した亀裂等の被害が確認された．

調査地域　熊本県上益城郡山都町

31　山都町下馬尾（震度 6 弱）

山都町原では，ブロック塀の倒壊の被害が確認

されたほか，山都町津留（内大臣橋近く）では，

がけ崩れの被害が確認された．また，山都町長原

にある布田神社では，鳥居倒壊の被害が確認され

た．

調査地域　熊本県八代郡氷川町

32　氷川町島地（震度 6 弱）

氷川町島地付近では，家屋・神社損壊，マンホ

ールからの溢水等の被害が確認された．

55　氷川町宮原（震度 5 強）

氷川町宮原付近では，地蔵のほこら損壊，土蔵

の壁破損，法面崩壊，灯篭倒壊等の被害が確認さ

れた．

調査地域　熊本県玉名郡和水町

34　和水町江田（震度 6 弱）

震度計を設置している和水町役場周辺のアパー

トでは舗装面やコンクリート床の亀裂のほか，和

水町原口付近では橋の上下ずれが確認された．

調査地域　熊本県上天草市

38　上天草市大矢野町（震度 6 弱）

上天草市大矢野町では，家屋外壁剥離，エビ養

殖場の護岸破損等の被害が確認された．
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58　上天草市松島町（震度 5 強）

上天草市松島町では，家屋外壁亀裂，ブロック

塀の破損等の被害が確認された．

調査地域　熊本県天草市

39　天草市五和町（震度 6 弱）

天草市五和町御領では，住家の屋根瓦の一部破

損が確認された．

ヘリコプターによる上空からの被害状況調査

（九州地方整備局の協力）

4 月 15 日に実施したヘリコプターによる上空

からの調査（九州地方整備局の協力）では，益城

町で道路の陥没，墓石の転倒，熊本市西区で家屋

の倒壊，損壊，熊本市中央区で熊本城石垣の損壊，

屋根瓦の破損の被害が確認された．

2.1.3.2　大分県

調査地域　別府市，由布市，豊後大野市，日田

市，竹田市，九重町

60　別府市鶴見（震度 6 弱）

隣接する朝日中学校の石垣（震度観測点の南西

側）に一部崩落が確認された．また，聞き取り

調査により，別府市消防署朝日出張所（北側約

20m）では机上の本や文具の落下が確認された．

61　由布市湯布院町川上（震度 6 弱）

観測点近傍において家屋，商店などの屋根瓦の

落下，外壁の落下，窓ガラスの割れや飛散が確認

された．

62　別府市天間（震度 5 強）

北側約 100m の天間八幡宮の石灯籠が南南東に

倒壊していた．また，柱基礎の破損があった．聞

き取り調査により，南側約 100m の酒屋の棚に並

べていた商品と空き瓶の落下・破損が確認された．

63　豊後大野市清川町（震度 5 強）

西側約 150m の家屋に屋根瓦の破損が確認され

た．

64　日田市前津江町（震度 5 強）

震度観測点周辺では，目立った被害は確認され

なかった．

65　竹田市直入町（震度 5 強）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．

66　竹田市荻町（震度 5 強）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．なお，西側約 180m の県営住宅でクラック

が入ったとの情報があるが，今回の地震によるも

のかは確認できなかった．

67　九重町後野上（震度 5 強）

震度計を設置している九重町役場庁舎では，壁

面（コンクリート）の軽微な崩落が確認された．

2.1.3.3　福岡県

調査地域　久留米市，柳川市，大川市，みやま

市

68　久留米市津福本町（震度 5 強）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．

69　柳川市三橋町（震度 5 強）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．その他周辺の被害として，柳川市提供の写

真によると，柳川市本町の酒屋倉庫の一部損壊，

柳川市新町のマンション駐車場の亀裂被害，柳川

市三橋町民家のレンガ壁崩壊，柳川市大和町民家

の屋根瓦の崩落が確認された．

70　大川市酒見（震度 5 強）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．その他周辺の被害として，佐賀市新北神社

では，鳥居損壊が確認された．

71　みやま市高田町（震度 5 強）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．その他周辺の被害として，みやま市瀬高町

では，住家の屋根瓦一部損壊が確認された．

2.1.3.4　佐賀県

調査地域　佐賀市，上峰町，神埼市

72　佐賀市久保田（震度 5 強）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．

73　上峰町坊所（震度 5 強）

上峰町役場内に設置した震度計付近のコンクリ

ート壁に幅 1mm 長さ 1m のひび割れを確認した

が，今回の地震によるものかは，確認できなかっ

た．
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74　神埼市千代田（震度 5 強）

神埼市千代田総合支所内に設置した震度計付近

のコンクリート壁に幅 1mm，長さ 50cm のひび割

れを確認したが，今回の地震によるものかは，確

認できなかった．

75　佐賀市川副（震度 5 強）

震度観測点周辺で目立った被害は確認されなか

った．

その他周辺の被害として震度観測点「佐賀市諸

富町」（震度 5 弱）周辺で被害状況調査を実施した．

佐賀市諸富では神社内の鳥居が損壊する被害のほ

か，神社内の複数の石塔などの倒壊が確認された．

また，神社の神門の柱に隙間ができていたが，今

回の地震によるものかは，確認できなかった．

2.1.3.5　長崎県

調査地域　南島原市

76　南島原市北有馬町（震度 5 強）

南島原市の北有馬町田平地区では，日野江の里

天守閣タワー施設の瓦の落下，墓石の転倒，ブロ

ック塀が倒壊する被害のほか，文化センターの天

井パネルの一部落下が確認された．

2.1.3.6　宮崎県

調査地域　椎葉村，高千穂町，美郷町

77　椎葉村下福良（震度 5 強）

震度計を設置している役場 1 階駐車場一角の側

溝に剥離，ひび割れ，役場西の建物に外壁のずれ，

階段及び室内廊下の歪みが確認された．

78　高千穂町三田井（震度 5 強）

役場南の民家で瓦数枚にずれが確認された．

79　宮崎美郷町田代（震度 5 強）

震度計を設置している美郷町役場の 2 階廊下内

壁の亀裂及び一部剥離，つなぎ目の変形剥離，役

場北の民家の瓦数枚にずれが確認された．

参 考 文 献

気象庁（2016）：災害時地震報告　平成 28 年（2016 年）

熊本地震．2016 年第 1 号，64-166．
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第 2.1.1 表　現地調査実施官署，調査実施日及び調査対象市町村
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第 2.1.1 図　調査地域（震度５強以上を観測した震度観測点）

※図に表示している震度は「平成 28 年（2016 年）熊本地震」の一連の地震で観測された各観測点の最

大の震度（震度 5 強以上を表示）を示す．

※震度 6 強以上を観測した地震の震央を★印で示し，震源要素を吹き出しで記載している．
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第 2.1.2 表　震度 5 強以上を観測した震度観測点
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第 2.1.3 表　震度観測点の観測環境点検結果
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2.2　地震の揺れに関するアンケート調査結果 *

2.2.1　概要

気象庁では，ある震度が観測された時にその周

辺でどのような現象や被害が発生するかの目安を

示した「気象庁震度階級関連解説表」（以下，解

説表）を作成している（Appendix 1）．この解説

表は，主に近年発生した被害地震の事例を踏まえ

て作成したものであるが，建築物の耐震技術の向

上等に伴い実状と合わなくなることも考えられる

ため，気象庁では，顕著な被害地震が発生した際

には，地震の揺れに対する屋内の状況や建物の被

害状況等を把握するためのアンケート調査を実施

し，解説表の定期的な点検のための基礎資料とし

ている．

熊本地震において，前記の目的のため，地震の

揺れに関するアンケート調査を実施した．

2.2.2　対象地震

熊本地震では，最大震度 7 を観測した地震が 2
回，最大震度 6 強を観測した地震が 2 回発生する

など，平成 28 年 4 月 14 日以降 30 日までに，最

大震度 5 強以上を観測した地震は計 12 回に達し

た．このため，アンケート調査の対象地点は，基

本的には一連の地震活動で最大規模であった 4 月

16 日 01 時 25 分の M7.3 の地震（本震）で，震度

5 弱以上を観測した震度観測点周辺とした．しか

し，益城町宮園観測点については，その前の 4 月

14 日 21 時 26 分の地震により，既に最大震度 7
の揺れを観測している．このアンケート調査は，

本来，地震による被害等が無い状態から，地震の

揺れによりどのような被害等が生じたかを確認す

る目的で作成している．そのため，既に震度 7 の

地震の揺れによる被害を受けている地域におい

て，2 回目の震度 7 を観測した地震を対象として

も，目的とする調査結果が得られない可能性が高

いと判断した．よって，益城町宮園観測点周辺の

アンケート調査のみ，対象地震は最大震度 7 を最

初に観測した 4 月 14 日の地震とした．

一方，震度観測点によっては，本震が 4 月 14
日から 4 月 30 日までに最大震度を観測した地震

*　地震火山部地震津波監視課　森下 秀昭（現　火山課），相川 達朗

ではない場合もある．例えば，産山村山鹿観測点

では，本震では震度 5 強を観測したが，同日 03
時 55 分の地震では震度 6 強を観測している．こ

の観測点のアンケート調査の場合，対象とする地

震を 4 月 16 日 01 時 25 分の地震とした調査票を

使用したが，被害等の集計をする場合には，震度

6 強に分類した．これは，アンケート調査の対象

者が，この 2 つの地震を明確に区別して覚えてい

る可能性は少なく，最も記憶に残っている地震の

揺れは最も大きく揺れた地震であり，被害につい

ても最も大きく揺れた地震による被害である，と

判断することが妥当であると考えたためである．

なお，調査方法の検討段階において，複数回の

地震について複数の調査用紙を同封し，それぞれ

の地震について別々の回答を求める案も考えた

が，地震ごとに別々の回答をする事は困難であり，

手間が増えることによる回答率の低下も懸念され

たため，行わないこととした．

2.2.3　アンケート調査の流れ

気象庁では，アンケート調査の実施時期につい

て，現地の被害状況や復旧状況等の情報を基に，

最大震度 7 を観測した場合には，地震発生後半年

から 1 年後を目安に実施する事としている．平成

28 年 4 月の地震発生後，5 月にはアンケート調査

の実施を決定し，準備を開始した．配付作業及び

データ入力作業を事業者へ委託することとし，平

成 29 年 1 月に調査票配付を行った．2 月末を調

査票返信の締切りとして，3 月中のデータ入力作

業後，提出されたデータを用いて，4 月以降気象

庁においてデータの集計及び解析等を行った．以

下，集計結果等の詳細を記載する．なお，調査票

の返信については 2 月末までの締切りとしていた

ものの，その後も平成 29 年 5 月までは調査票の

返信が続いていたため，それらの調査票も後で追

加入力を行うことで，気象庁へ返信された調査票

については全て，今回の取りまとめに活用してい

る．
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2.2.4　アンケート調査票の配付・回収

アンケート調査は，震度 5 弱以上を観測した震

度観測点全 155 地点を対象とした．調査票の配付

対象の震度観測点と，平成 28 年 4 月 14 日から

30 日までに対象観測点で観測された最大の震度

を第 2.2.1 表に示す．

調査票の配付にあたっては，基本的に震度計で

計測された震度と同様の揺れ方をしたと想定でき

る家屋を対象とするため，配付対象をできるだけ

戸建住宅とした．配付は調査員が対象範囲内の家

第 2.2.1 表　アンケート調査対象地点（155 地点）

※震度は熊本地震で平成 28 年 4 月 14 日から 30 日までに観測された各観測点の最大の震度を示す．

（＊は気象庁以外の震度観測点）

屋を戸別に訪問し，調査票と返信用封筒を郵便受

けに直接投函するポスティングにより配付した．

返信用封筒は料金受取人払として，回答者に郵送

料の負担が生じないようにした．また，返信用封

筒の宛先は，気象庁地震火山部地震津波監視課災

害調査解析係とした．

配付数について，最低でも 1 地点からの回収数

が 10 件以上となるように，過去のアンケート調

査の有効回答率等を踏まえて，1 地点あたり 50
部を配付する計画とした．一方，震度 6 強以上を
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第 2.2.1 表　続き

観測する地震が発生する機会は少なく，また観測

する地点数も少ないため，震度 6 強以上を観測し

た震度観測点周辺には，より確実に有効回答数が

得られるように 100 部を配付する計画とした．原

則として震度観測点から半径 200m の範囲内で配

付するが，家屋が少ない場合は半径約 300m まで

範囲を広げた．以上により計 8,500 部を配付する

計画を立てた．

これまでのアンケート調査の場合，この段階で

実際の配付作業にうつり，震度観測点周辺半径約

300m までの範囲内で全ての住宅に配付した場合

には，残りは未配付となっていた．震度観測点が

都市部にある場合には対象となる住家は多数ある

一方で，震度観測点によっては，周辺にほとんど

住家が無い場所にある場合もあるため，過去には

残部が多くなることがあった．

効率的な配付作業のため，今回は事前に配付計

画を立てることとした．住宅地図を用いて事前に

住家数を確認した結果，震度観測点から周辺半径

約 300mまで範囲を広げても，対象家屋が 50件（最

大震度 6 強以上の場合には 100 件）に満たない地

域が数多くあった．そのため，余った調査票は震

度 6 強以上を観測した地点周辺に追加で配付する

こととした．具体的には，まず震度 7 を観測した
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震度観測点，益城町宮園と西原村小森の周辺半径

300m 以内の地域は全住宅を配付対象とした上で，

さらに残りの調査票を，震度 6 強を観測した震度

観測点周辺半径 300m 以内の地域に追加で配付す

ることとした．以上により，8,500 部を配付する

計画を立てた．なお，対象とした 155 地点のうち，

南阿蘇村中松については，配付計画の段階で，周

辺に対象家屋が 1 件も無いことが明らかであった

ため，配付作業は実施しないこととした．

実際に調査票を配付するために現地に行った段

階で，対象としていた住宅の倒壊や，明らかに空

き家である等の理由により配付できなかった場合

には，半径 300m 以内の別の住宅への配付を行う

こととした．調査票には配付地点ごとの番号と通

し番号の組み合わせにより全ての調査票で異なる

番号を付けておき，配付時には住宅地図に配付し

た調査票の番号を記入することで，その調査票は

どこに配付したものであるのか，把握できるよう

にしながら配付した．範囲内の全ての住宅に配付

してもなお残部が出た場合には，配付はそこまで

とした．以上により，実際の配付総数は 8,234 部

であった．

回収された調査票のうち，設問のひとつでも有

効回答として使用できた場合には，有効票として

扱った．一方，問 1 の住所が記入されていた場合

で，実際の配付先と異なっていた場合には，無効

票とした．住所が記入されていない場合には，配

付した場所であると判断して，有効票として扱っ

た．なお，回収された調査票に対して，問 1 の住

所が未記入であったものは，全体の 2％未満であ

った．回収数3,952部のうち有効回答数は3,948部，

配付数 8,234 部に対して有効回答率は 48％となっ

た．震度別の有効回答数を第 2.2.2 表に示す．

これまでのアンケート調査に比べて有効回答率

は高くなっているが，これは，今回の地震が夜間

に発生し，在宅していた人が多かったことに加え

第 2.2.2 表　有効回答数

て，調査票を配付した住家に，地震発生時には誰

もいなかったとしても，住人が帰宅した際の家屋

等の状況について回答してもらえるように調査票

を変更したことが大きな理由であると考えられ

る．

2.2.5　アンケート調査票

調査票の質問項目は，太田ほか（1979）の設問

を基本としつつ，解説表の点検に資する観点から

気象庁独自の設問を一部追加したものが，新原

（2012），平松ほか（2014），宝田・船山（2016）
及び大河原ほか（2017）など，これまでのアンケ

ート調査で用いられてきた．今回は，その後，熊

本地震用として再検討したアンケート調査票を用

いた．新たな調査票については，大河原（2017）
により説明されているため参照願いたい．

なお，熊本地震では複数の地震が短期間で発生

したことから，それらに対して被害等の状況が異

なっていたことなどを把握するために，調査票の

最後に，複数の地震に対する被害状況の違いに関

しての自由記載欄を設けた．

実際に使用した調査票（益城町以外へ配付）の

設問部分を Appendix 2 に示す．益城町へ配付し

た調査票については，「4月16日01時25分の地震」

を「4 月 14 日 21 時 26 分の地震」と書き換えて

いるが，その他の設問は同じであるため調査票の

添付は省略する．

2.2.6　調査票集計結果

調査票の各設問の回答の集計結果及びグラフ等

を第 2.2.1 図に示す．

調査票前半の，回答者がいた場所や環境などの

背景設問の回答と，設問の最後に設けた任意記入

である性別や年代などの基礎データは円グラフ

で，調査票後半の揺れの感じ方や被害状況などは，

震度ごとの棒グラフで表示した．

2.2.6.1　性別・年齢

性別や年代などは，調査票では最後の項目とし

て，「さしつかえなければ，性別と年齢を教えて

ください」としていたが，9 割以上で記入されて

いた．集計の結果，性別については特に大きな偏
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りはないが，年齢については 70 才以上が 38.0％，

次に 60 代が 29.8％，次いで 50 代 17.1％との結果

になった．これは，配付地域の特徴に加え，配付

対象をできるだけ戸建住宅にしたことなども影響

していると考えられる．

2.2.6.2　調査対象の建物

問 1 の住所について，配付地点が調査範囲内に

あることを確認するための設問であり，住所の記

入が無い場合でも，調査票の番号から他の設問の

回答結果と配付先の建物に矛盾が無い場合には問

題ないとして活用した．一方，震度観測点周辺

300m の範囲内ではない住所が記載されていた場

合には，無効票とした．

問 2 の建物の構造について，木造が 84.6％，鉄

筋コンクリート又は鉄骨造が 13.8％であった．ブ

ロック（レンガ）造については 0.2% とほとんど

なかった．「5．わからない」が0.5％であった他，「4．
その他」の回答が 0.9％であった．その他につい

ては「4．その他（　　）」として自由記載欄を設

けたところ，回答の中には「鉄筋で一部木造」「1
階鉄筋で 2 階もしくは増築部分が木造」などがあ

った．問 3 では，調査対象の建物が免震構造か否

かを確認した結果，免震構造 6.7％，免震構造で

はないが 78.6％，わからないが 14.8％となった．

問 4 の建物が何階建かについては，平屋建が

24.4%，2 階建が 72.5％となった．これは，地域

的な特徴の他，調査は基本的に震度計で計測され

た震度と同様の揺れ方をしたと想定できる家屋を

対象とするため，もともとの配付先を可能な限り

戸建住宅としたことも考慮する必要がある．また，

震度別に見ると，震度 5 弱から 6 強までは，3 階

建以上との回答は 5％未満であったが，震度 7 で

は約 2 割となっている．これは，震度 7 を観測し

た観測点周辺では，集合住宅も含めて全ての住家

を配付対象とした結果であると考えられる．一方，

平屋建と 2 階建のみの比率を見ると，震度別では

大きな違いは見られない．

耐震性について，問 5 は対象の建物の築年数

を，問 6 では建物の耐震性が高いか低いかを確認

した．

建築基準法施行令改正による新耐震基準が

1981 年 6 月 1 日に施行され，その日以降に建築

確認を受けた建物については，新耐震基準に該当

することになり， 1981 年 5 月以前に確認申請を取

得した住宅は旧耐震基準で建築されている．ま

た，建物の築年数で考えた場合，調査を実施した

2017 年 2 月の 35 年前が 1982 年 2 月となる．以

上により，築 35 年を集計の基準の一つとした．

問 5 では，「昭和・平成＿年頃建築」又は「築

＿年くらい」のどちらかを記入する設問とした．

昭和○年建築のように建築された年を回答した場

合には，築年数に変換して集計した．集計にあた

っては築 35 年の他，築 20 年と 50 年の区分も追

加して，4 つの年代に分類した．その結果，築 20
年未満が 24.6％，築 20 年から 35 年未満が 30.5％，

築 35 年から 50 年未満が 27.8％，築 50 年以上が

17.1％となった．

問 6 では，建物の耐震性の高低を聞いた．但

し，わからないとの回答が多くなることを防ぐた

め，「耐震性がわからない場合は，1981 年以前に

建てられた建物は耐震性が低い，1982 年以降に

建てられた建物は耐震性が高い，を選択してくだ

さい」との注釈をつけた．その結果，耐震性が高

いが 52.1％，耐震性が低いが 42.0％，わからない

が 5.8％となった．

建物の耐震性については，問 5 と問 6 の 2 回，

確認を行っているので，統計の精度を高めるため，

これらの情報を基に，耐震性が高い，低いに分類

した．まず，問 6 で「わからない」を回答した場

合は，集計から除外した．次に，「問 5 で築 35 年

未満，問 6 で耐震性が低い」の組み合わせと，そ

の逆「問 5 で築 35 年以上，問 6 で耐震性が高い」

の組み合わせの回答も除外した．よって，耐震性

が高いとは，「問 5 で築 35 年未満，問 6 で耐震性

が高い」の組み合わせと定義し，耐震性が低いは，

「問 5 で築 35 年以上，問 6 で耐震性が低い」の組

み合わせと定義して，他の設問の集計に用いた．

問 5 と問 6 の集計結果を第 2.2.3 表に示す．第

2.2.3 表中，「先ほど定義した「耐震性が高い」と「耐

震性が低い」の回答のセルを緑色とした．震度別

に耐震性が高いと低いの割合を見ると，震度 5 弱

や 5 強ではほぼ半々であるが，震度が大きくなる

と，耐震性が高い方の割合が大きくなる．これは，
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地域的な差もあるかもしれないが，以下のような

理由が考えられる．

一般的に観測された震度が大きくなるほど被害

も大きくなり，その場合耐震性が高い建物に比べ

て耐震性が低い建物の方が，被害を受ける割合が

大きくなり，倒壊，全壊などにより居住できない

状態になる可能性も大きくなる．建物が居住でき

ない状態となった場合，その建物にはアンケート

調査票の配付はできない．このことが，震度が大

きいほど耐震性が低い建物の割合が小さくなって

いる一因であると考えられる．

問 2 の集計結果に戻るが，震度別に見ると，震

度 5 弱，5 強，6 弱に比べて，6 強，7 の場合，木

造住宅の割合が減少している．これも，居住でき

なくなった家屋には調査票を配付していない影響

が出ていると考えられる．

解説表では建物の構造を「木造／鉄筋コンクリ

ート造」の 2 種類，耐震性を「高い／低い」の 2
階層に分類し，これらを組み合わせた 4 類型につ

いて建物の被害の状況を記述している．今回のア

ンケート調査対象の建物の構造は「木造」が 8 割

以上を占めることから，建物の被害に関する設問

については一定の有効回答数が得られている「木

造，耐震性が低い」及び「木造，耐震性が高い」

の 2 類型についてそれぞれ回答を集計し，比較検

討を行った．また，データ数は少ないが「鉄筋コ

ンクリート造，耐震性が高い」の集計結果も掲載

した．

第 2.2.2 図に問 7 から問 12 までの集計結果の図

表を示す．問 7 の建物の場所の地形についての集

計の結果，86.1％が平坦地であった．その他の回

答が少ないことから，本稿の集計ではこの結果に

よる分類は行わないこととした．

問 8 の設問，その建物の地盤の様子についての

集計結果は，岩盤や砂利のような，よく締まった

地盤が 42.0％，火山灰，赤土のような地盤が 12.7
％，粘土，砂からなる，どちらかといえばゆるい

地盤が 24.2％，埋立地，泥炭地，湿地のような軟

弱な地盤が 21.1％と結果が分かれた．被害等に関

する設問について，地盤による分類も試みたが，

特に違いが見出せなかったこと，同じ観測点周辺

であっても，回答が分かれていたことなどの理由

により，今回は地盤による分類は実施しないこと

とした．

2.2.6.3　行動・地震の揺れの感じ方

問 9 の地震を感じたか，との問に対して，98.5
％は感じた，1.5％は地震を感じなかったと回答

している．

「地震を感じなかった」との回答を詳しく見る

と，地震発生時には車を運転していた（運転して

いた場所は不明），寝ていて気がつかなかった，

などの回答があった．

問 10 の，この地震が発生したときにいた場所

は，93.5％が問1の建物（調査票が配付された建物，

自宅）にいたと回答している．地震の揺れの感じ

方に関する設問の集計では，「この建物以外にい

た」との回答であった場合には，震度観測点の近

くにいなかった可能性があり，どの震度を経験し

た結果であるかわからないため，「この建物にい

た」との回答のみから集計した．

問 11 の，この地震が発生した際にどの階にい

たか，について，71.5％が 1 階，26.4％が 2 階で

あり，それ以外の回答はほとんどなかった．ただ

し，震度 7については 3～ 5階が 9.9％であったが，

これは，震度 7 については集合住宅も含めて範囲

内の全住宅に調査票を配付したことに起因してい

る．

問 12 の，そこで何をしていたかについて，「眠

っていた」が 70.1％，「静かにしていた」が 26.0
％であった．震度別に見ると，震度 5 弱から 6 強

までは同様の傾向であったが，震度 7 では，眠っ

ていたが 29.7％，静かにしていたが 53.5％となっ

ている．これは，震度 7 を観測した 2 地点のうち，

益城町宮園観測点では，対象の地震を 4 月 14 日

21 時 26 分の地震にしていたためである．

これらのように，震度 7 の集計結果のみ，他の

震度と傾向が異なる場合があるが，調査対象とし

た地震が異なり，地震発生時刻も異なる事に注意

して，集計結果を見る必要がある．

以上が基礎的な集計データであり，まとめると

おおよそ以下の通りである．

・男女比　ほぼ同じ

・全体の 7 割が 60 才以上
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・建物　8 割以上が木造，鉄筋・鉄骨造は 1 割

 免震構造は 1 割未満

 7 割が 2 階立て，3 割が平屋建て

 耐震性が高い建物が低い建物よりも多い

・行動　ほぼ全員が揺れを感じた

  9 割以上が自宅にいた

  7 割が 1 階，3 割が 2 階にいた

  7 割が寝ていた，3 割が起きていた

2.2.7　解説表の表現との比較

本項では，アンケート調査結果を解説表の記述

と比較し，今回の地震における揺れの特徴につい

て考察する．各設問に対応する解説表の表現があ

る場合は，回答の集計結果やグラフと共に，対応

する解説表の表現を抜き出して示した．

なお，観測された震度が同じであっても，地震

の揺れの特徴（揺れの継続時間，卓越周期など）

やその地域の建物の特徴等によって体感や被害の

状況に幅があることが想定されることから，解説

表の見直しについては，他の地震のアンケートの

調査結果と共に，複数の結果を踏まえて行う必要

がある．

2.2.7.1　揺れの最中，人の体感・行動など

問 13 ～問 15 の震度別集計結果を，第 2.2.3 図

に示す．

問 13 は，この地震による揺れの最中，行動に

支障があったかについて聞いている．対応する解

説表の表現では，震度 6 強と 7 を区別していない

ため，集計も震度6強と7を分けずに行った．また，

免震構造の建物にいた場合を除くと共に，自宅に

いなかった人も除いた．その条件において，行動

についての初期条件を同一にするため，まず全体

の 7 割を占める「眠っていた人」のみで集計を行

った．「1．行動への支障がなかった」と回答した

割合が，震度 5 弱では 5 割程度であるが，震度 6
強や 7 では 1 割程度まで減少する．一方，解説表

で震度 6 強以上に対応する「5．立っている（立つ）

ことができず，はわないと動くことができなかっ

た」「6．揺れにほんろうされ，動く事もできなか

った」「7．揺れで飛ばされた」の 3 つを合計した

回答については，震度 6 強や 7 では約 6 割がこの

回答となっている．但し，震度 5 弱でも，この回

答が 2 割ある．

なお，「眠っていた人」を除き，それ以外の行

動をとっていた人で集計した結果，各回答の割合

は若干変わるが，「眠っていた人」の集計結果と

ほぼ同様の傾向が見られた．

震度 6 強以上に対応する 3 つの選択肢（5．か

ら 7．）の中では，「6．揺れにほんろうされ，動

く事もできなかった」が眠っていたかいないかに

関わらず最も割合が多かった．「7．揺れで飛ばさ

れた」については，地震発生時に眠っていた人や

眠っていなくても静かにしていた人がほとんどで

あったため，飛ばされるほどにはならなかったも

のと推測される．また，「5．はわないと動くこと

ができなかった」よりも「6．揺れにほんろうされ，

動く事もできなかった」の回答割合の方が圧倒的

に多かったが，これは，地震発生時に無理に動こ

うとした人が少なく，むしろ動けない又は動こう

としないことを選んだ人が多かったことが原因と

考えられる．

問 14 の，地震に驚き・恐怖を感じたか，につ

いて．「1．驚きや恐怖は感じなかった」「2．少し

驚いた」との回答は少なく，「3．驚いた」「4．恐

怖を覚えた」が大部分を占める．解説表では震度

5 弱で「大半の人が恐怖を覚える」となっている．

免震構造の建物内や自宅外にいた人を除いて集計

した結果，震度 5 弱で「恐怖を覚えた」が約 5 割

となっていたことから，解説表の表現と整合して

いるといえる．震度 5 強以上では解説表と対応す

る選択肢・表現はないが，震度が大きくなるにつ

れて，「4．恐怖を覚えた」の回答割合が大きくな

っている傾向が見られる．なお，震度 7 の「4．」
の割合が，震度 6 強とほぼ同じになっているが，

これは，家屋が倒壊・大破などで最も「恐怖を覚

えた」との回答になると思われる家屋へは，調査

票を配付できていないことに一因があると考えら

れる．

問 15 では，地震発生中の電線や電柱の動きに

ついて確認した．地震発生中に，屋外の電線や電

柱の動きを確認した人がそもそも少なく，全体の

9 割は「0．電線や電柱は見ていない，電線や電

柱には注意しなかった」との回答であった．グラ
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フは選択肢「0．」を除き，「1．～ 5．」を選んだ

場合のみ，記載している．「4．電柱が揺れるのが

わかった」が解説表で震度 5 弱に相当するが，集

計結果では，「5．電柱が大きく揺れた」と合計し

て，震度 5 弱で 2 割，5 強で 3 割，6 弱から 7 で

はそれぞれ 4 ～ 5 割程度の結果となった．

問 16 は地震発生時に自動車を運転していた人

を対象とした設問であったが，結果として対象者

がほとんどいなかったことから，集計結果は省略

する．なお，仮に対象者が多くいたとしても，実

際に自動車で走っていた地点の震度がいくつであ

ったかの判断は困難である．解説表の記載が，震

度 5 強で「自動車の運転が困難となり，停止する

車もある」となっていることから，その確認のた

めには，例えば地図上でおおよそ震度 5 強以上で

あったと考えられる範囲を図示した上で，その範

囲内で，地震発生時に車を運転した人に限る，な

ど，質問方法を工夫する必要がある．

2.2.7.2　屋内及び建物の状況

問 17 ～問 28 が屋内及び建物の状況に関する設

問である．これらの集計にあたっては，免震構造

の建物では，建物及び内部に伝わる揺れが一般の

建物と異なり，震度階級関連解説表では対象とし

ていないことから，問 3 の「免震構造である」と

の回答を除外したデータを使用した．また，問 2
の「4. その他」の回答で，鉄筋と木造が混在した

建物については，木造または鉄筋のどちらに含め

ないこととした．さらに，各設問で対象のものが

ない場合のために，問 15 と同様に選択肢「0. ○
○はない」を設けているが，集計時には選択肢「0．」
を除いている．これらの集計結果を第 2.2.4 図に

示す．

問 17 は棚にある食器類について．「3．棚の食

器類の中には落ちたものもあった」から「6．棚

自体が倒れた」までの合計は，震度 5 弱では約 2
割あり，震度 6 強では 9 割に達する．「5．棚の食

器類のほとんど（または全部）が落ちた」と「6．
棚自体が倒れた」の合計については，6 弱で 1 割，

6 強で 3 割程度であるが，震度 7 では 8 割近くま

で急に増加している．なお，問 22 で「固定して

いない家具について」倒れたかどうかを聞いてい

るが，それとは別に，ここでは固定したか否かに

関わらず「6．棚自体が倒れた」の選択肢を設け

ている．また，「5．棚の食器類のほとんど（また

は全部）が落ちた」よりも，「6．棚自体が倒れ

た」の割合の方が大きくなっている．つまり，震

度 6 弱以上では，棚が倒れずに棚から物が全て落

ちた場合よりも，棚自体が倒れた場合の方が多か

った，との結果であった．なお，棚の固定の有無

により結果は異なると予想されるが，ここでは特

に固定してある場合と固定していない場合を分け

ていない．厳密に食器類が棚から落ちたかどうか

を確認する場合には，その食器を入れていた棚は

固定していましたか，との設問も必要かもしれな

いが，設問が煩雑になることを防ぐために，今は

「6．棚自体が倒れた」は「5．棚の食器類のほと

んど（または全部）が落ちた」と同等の結果であ

るとして集計している．なお，解説表の表現とし

ては，震度 5 弱で「棚にある食器類が落ちること

がある」，震度 5 強で「棚にある食器類で，落ち

るものが多くある」であることから，この検証の

ためには，震度 5 弱での選択肢「3．棚の食器類

の中には落ちたものもあった」の割合と，震度 5
強での「4．から 6．」の合計の割合を確認すれば

よいことになる．集計の結果，「4．から 6．」の

合計については，震度 5 強ではほとんど無く，6
弱から急に増加していたことから，「棚にある食

器類で，落ちるものが多くなる」のは，震度 6 弱

から，との結果であった．

問 18 は書棚の本について．「2．書棚の本の中

には落ちたものもあった」が震度 5 弱で 1 割程度

あるが，「4．書棚の本のほとんど（または全部）

が落ちた」「5．書棚自体が倒れた」の合計につい

ては，震度 5 強まではほとんど回答がなく，6 弱

では 2 割，6 強で 4 割，震度 7 では 8 割近くに達

している．問 17 同様に，震度 6 弱以上で「落ち

るものが多くなる」との結果になった．また「書

棚の本のほとんど（または全部）が落ちた」より

も，「書棚自体が倒れた」方の割合が大きくなっ

ている．

問 17，18 とも，解説表では，震度 5 弱で「落

ちることがある」となっていて，今回の調査結果

と整合している．一方，解説表では，震度 5 強で
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「落ちるものが多くなる」となっているが，調査

結果では，落ちるものが多くなるのは震度 6 弱か

ら，との結果となった．

問 19 は花瓶，コップ，トロフィーなど，座り

の悪い置物の状態について．「3．座りの悪い置物

の大半が倒れた」は震度 5 強から回答が見られ，

「4．座りの悪い置物のほとんど（または全部）が

倒れた」については，6 弱で 1 割，6 強で 3 割，7
で 7 割と，問 17 や 18 と同様の傾向となっている．

なお，座りの悪い置物の状態について，解説表で

は震度 5 弱以上の表現は震度 5 弱のみで，「すわ

りの悪い置物の大半が倒れる」となっている．よ

って「3．座りの悪い置物の大半が倒れた」「4．
座りの悪い置物のほとんど（または全部）が倒れ

た」の合計を見ると，今回の調査結果では，震度

5 弱ではその回答はほとんど無く，震度 5 強では

約 1 割となったことから，震度 5 強以上で「大半

が倒れる」事がある，と判断できる．

問 20 は薄型テレビ（液晶テレビなど）が倒れ

たかどうか．「2. 倒れたり，台から落ちたりする

薄型テレビがあった」との回答は，震度 5 弱や 5
強ではほとんど見られなかった（5％未満であっ

た）が，6 弱では 3 割，6 強で 5 割，震度 7 では

8 割で，テレビが倒れたり台から落ちたりした，

との結果になった．なお，家庭にテレビが複数台

ある場合のうち，1 台でも倒れたり落ちたりした

場合には，「2.」の選択肢が選ばれる．つまり集

計結果はテレビが倒れた割合ではなく， 1 台でも

倒れたテレビがある世帯の割合であることに注意

が必要である．また，解説表では震度 5 強で「テ

レビが台から落ちることがある」となっているが，

「薄型テレビ」に対応した表現になっていない．

よって，解説表の表現としては，テレビは「薄型

テレビ」に変更したうえで，「震度 6 弱で倒れた

り落ちたりすることがある」と定義することも考

えられるが，今後別の地震での調査結果も踏まえ

て，検討したい．なお，薄型テレビについては，

ほとんどの家庭に普及していること，その形状が

ほぼ同一であることなどから，集計の指標として

優れていると考えられる．より詳細に選択肢を設

ければ，台数に対する倒れたりした割合の算出や，

設置場所が 1 階か 2 階かの違い，固定の有無によ

る状況の違いを確認できると思うが，そこまでの

選択肢が必要かどうかも含めて，今後検討したい．

問 21 は大きなパソコンやプリンター，電子レ

ンジ，ブラウン管テレビなど重い置物について．

「2．重い置物などの中には落ちたものもあった」

「3．重い置物などの大半が落ちた」「4．重い置物

などのほとんど（または全部）が落ちた」の回答

をあわせて震度 5 強で 6％程度であったが，震度

6 弱で約 3 割と急増し，6 強で 6 割，7 では 9 割

となっている．特に「4．重い置物などのほとん

ど（または全部）が落ちた」については，震度 6
強では 1 割であったが，震度 7 では 5 割と急に増

加している．なお，解説表で対応する記述は震度

5 強で「テレビが台から落ちることがある」であ

り，ここで想定しているテレビは「ブラウン管テ

レビ」である．最近のテレビの普及率を確認する

と，現状でブラウン管テレビを使用している一般

家庭は少ないように見られるので，他の地震での

調査結果も踏まえた上で解説表の表現を検討する

必要がある．

問 22 は固定していない家具について．「2. 固定

していない家具の中には移動したものもあった」

は震度 5 弱では 1 割程度，震度 5 強で 2 割程度で

あった．「4．固定していない家具の中には倒れた

ものもあった」については，震度 5 弱や 5 強では

ほとんどないが，6 弱で 2 割と急に増加する．「6．
固定していない家具のほとんど（または全部）が

倒れた」「7．固定していない家具の中には飛んだ

ものもあった」の合計は，6 強で 1 割程度である

が，震度 7 では 5 割と急増している．解説表では

震度 5 弱から 7 まで，各階級に対応する記載があ

るが，集計結果からは，5 弱と 5 強で移動したも

のがある，6 弱で大半が移動し倒れたものがある，

6 強で大半が倒れる，7 でほとんどが倒れるとの

割合が増加するとの結果となり，震度 5 強で倒れ

た家具がほとんどなかったこと以外では，解説表

と整合が取れているといえる．

問 23 はドアが開かなくなることがあったかに

ついて．「2．開かなくなったドアがあった」「3．
多くのドアが開かなくなった」の合計は，5 弱と

5 強ではほとんど無いが，6 弱で 2 割，6 強で 3 割，

震度 7 で 5 割となっていることから，震度 6 弱で



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 102 －

ドアが開かなくなることがある，との解説表の記

載と整合が取れている．

なお，耐震性が高いと低いで分けてみた場合，

「2．開かなくなったドアがあった」「3．多くのド

アが開かなくなった」の合計は耐震性が低い場合

には 6 弱で 3 割，6 強で 5 割となったが，耐震性

が高い場合には 6 弱で 2 割，6 強で 3 割との結果

となった．解説表では特に耐震性の高低による分

類はしていないが，集計結果を分類してみると差

が見られた．

問 24 はその建物の壁，梁（はり），柱などの部

材の，ひび割れや亀裂の状況について．この回答

の集計は解説表との対応のため，まず免震構造を

除き，木造で耐震性が高い，木造で耐震性が低い

に分けて行った．

木造で耐震性が高い場合，「2．軽微なひび割れ・

亀裂があった」は解説表で震度 6 弱相当になって

いる．集計結果は，5 弱で 2 割程度見られ，震度

6 弱では，それ以上の被害の回答も全て含めると，

8 割程度まで達している．「4．ひび割れ・亀裂が

数多くあった」については，震度 7 相当になって

いるが，アンケート調査結果では，それ以上の被

害の回答も含めると，6 弱で 3 割，震度 7 で 6 割

程度見られているなど，いずれも解説表よりも小

さい震度で，対応する現象が生じている．

木造で耐震性が低い場合，「2．軽微なひび割れ・

亀裂があった」は解説表で震度 5 弱相当になって

いる．結果は 5 弱で 4 割，5 強で 6 割程度でひび

割れ，亀裂が見られている．「4．ひび割れ・亀裂

が数多くあった」については，震度 6 弱相当にな

っているが，それ以上の被害の回答も含めると，

5 強でも 1 割あり，6 弱で 3 割，震度 7 で 8 割以

上となっている．その他解説表で 6 弱に対応する

「5. 大きなひび割れ・亀裂があった」や 6 強に対

応する「6. 大きなひび割れ・亀裂が数多くあった」

の集計結果については，解説表と整合が取れてい

る．

鉄筋コンクリート造または鉄骨造で耐震性が低

い建物はデータ数が少ないため省略する．耐震性

が高い場合の集計の結果，「2．軽微なひび割れ・

亀裂があった」は 5 弱で 2 割，震度 6 弱では，そ

れ以上の被害の回答も全て含めると，6 割程度と

なっている．「4．ひび割れ・亀裂が数多くあった」

については，アンケート調査結果では，それ以上

の被害の回答も含めると，6 弱，6 強，震度 7 で

それぞれ 2 ～ 3 割となっている．なお，調査票の

問 2 の選択肢は，「3．鉄筋コンクリート造または

鉄骨造」としていたことから，この集計結果には，

鉄筋コンクリートの他，軽量鉄骨，重量鉄骨，場

合によっては鉄骨コンクリートや鉄筋鉄骨コンク

リートなども含まれていると考えられるため，参

考扱いとする．解説表との正確な比較のためには，

問 2 の選択肢は「鉄筋コンクリート」のみとして

おく必要があり，次回の調査時には注意が必要で

ある．

今回の集計結果では，同じ木造で耐震性が高い

建物の方が耐震性が低い建物よりも，ひび割れや

亀裂などの被害の割合が少なくなっていることが

わかる．

なお，「ひび割れ・亀裂」については，規模の

大きい地震 1 回で生じたわけではなく，複数の地

震が発生した結果である事も否定できないことを

考慮する必要がある．

問 25 は瓦について．解説表に記載があるのは，

木造で耐震性が低い場合のみであり，「瓦が落下

することがある」が震度 6 弱相当となっているが，

集計結果は，免震構造を除き，木造で耐震性が高

い，木造で耐震性が低いに分けて両方とも掲載し

た．

木造で耐震性が低い場合，「落下した瓦があっ

た」「落下した瓦が数多くあった」の合計につい

て，震度 5 強で 1 割，6 弱で 4 割，6 強で 6 割，7
では 9 割との結果であった．

木造で耐震性が高い場合，解説表に記載はない

が，対応のために同様に集計した結果，震度 5 強

で 1 割，6 弱で 4 割，6 強で 4 割，7 では 7 割と

の結果であった．木造で耐震性が高い場合には，

木造で耐震性が低い建物よりも震度 6 強以上で瓦

が落ちる割合が低下していたことがわかった．ま

た，耐震性が高いか低いかに関わらず，震度 5 強

以上では落下した瓦があったとの回答があること

から，解説表でも「耐震性が低い」に限定する必

要はないと考えられる．

問 26 はその建物自体の状況について．木造で
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耐震性が高い場合，「2．建物が少し傾いた」は震

度 7 相当となるが，集計結果は震度 6 弱と 6 強で

約 1 割，震度 7 では「3．建物が傾いた」も含め

ると約 5 割となった．

木造で耐震性が低い場合，「2．建物が少し傾い

た」は震度 6 弱相当となるが，集計結果は震度 5
強で 1 割，震度 6 弱で 3 割，6 強と震度 7 ではそ

れ以上の被害も含めると約 4 割となった．

なお，問 26 の選択肢「4．建物の 1 階あるいは

中間階の柱が崩れた」「5．建物が倒れた」につい

て，解説表に記載があるため，選択肢にも入れた

が，そもそも「建物の 1 階あるいは中間階の柱が

崩れた」「建物が倒れた」場合には，アンケート

調査票が配付できないこととなり，アンケート調

査としては，これらの選択肢はあまり意味が無い．

これらの集計結果を得るためには，建物の倒壊率

等の別の調査結果を活用する必要がある．

一方，本来回答がないはずの「建物が倒れた」

との選択肢を選んでいた回答があったため，詳し

く調査票を確認したところ，地震発生時に住んで

いた建物は地震で倒壊し，その後転居したが，転

居前と転居後が共に該当震度観測点から 300 ｍ以

内の範囲内にあり，アンケートの回答は転居前の

状況が記載されていたことが調査票の記載内容か

ら判明したため，有効票として採用した．

耐震性が高い鉄筋等の建物について，「建物が

少し傾いた」は震度 7 相当となるが，集計結果は

6 強で 1 割程度，震度 7 ではそれ以上の被害も含

めて 4 割程度との結果であった．

問 27 はその建物の壁のタイルの状況について．

免震構造を除いて集計した結果，「壁のタイルの

破損，落下があった」との回答は震度 5 弱から 1
割程度あり，5 強では 2 割，6 弱以上では「壁の

タイルの破損，落下が数多くあった」「ほとんど（ま

たは全部）の壁のタイルが破損，落下した」も加

えると，6 弱で 5 割，6 強で 7 割，震度 7 で 8 割

となった．なお，「壁のタイルの破損，落下が数

多くあった」は震度 6 弱から見られていたが，「ほ

とんど（または全部）の壁のタイルが破損，落下

した」については，6 強及び 7 で数％程度と，ほ

とんどなかった．壁のタイルについて，一部及び

数多く落下する事はあるが，「ほとんど（または

全部）のタイルが破損，落下すること」はほとん

どない，との結果になった．

問 28 はその建物の窓ガラスの状況について．

「割れて落ちた窓ガラスがあった」が解説表で 5
弱相当，「割れて落ちた窓ガラスが数多くあった」

が 6 強，「ほとんど（または全部）の窓ガラスが

割れて落ちた」が震度 7 相当となっている．集計

の結果「3．割れて落ちた窓ガラスがあった」以

上の合計について，震度 5 弱から 6 弱まではほと

んど無く，6 強で 1 割，震度 7 で 3 割となった．

なお震度 6 弱以上において，「2．ひびが入った窓

ガラスがあった」の回答よりも，「3．割れて落ち

た窓ガラスがあった」の回答の割合の方が多くな

っている．窓ガラスについては，「ひびが入る」

状態で止まるよりも，「割れて落ちる」までの被

害になることが多かったことがわかる．

2.2.7.3　屋外の状況（建物の状況を除く）

問29～問32が屋外の状況に関する設問である．

集計結果を第 2.2.5 図に示す．

問 29 はその建物の周辺で，自動販売機が倒れ

たかどうか．解説表では，震度 5 強で「据付けが

不十分な自動販売機が倒れることがある」として

いるが，据付けが不十分か否かは判断がつかない

ため，調査票では単に「自動販売機」としている．

結果，震度 6 強までで倒れた自動販売機はほとん

ど無く，震度 7 で「2．倒れた自動販売機があった」

「3．倒れた自動販売機が数多くあった」の合計が

4 割となった．

問 30 はその建物の周辺でのブロック塀の被害．

これも解説表では「補強されていないブロック塀」

となっているが，設問では単に「ブロック塀」と

した．

「3．崩れたブロック塀があった」「4．崩れたブ

ロック塀が数多くあった」「5．ブロック塀のほと

んど（または全部）が崩れた」の合計は，震度 5
強で 1 割，6 弱で 4 割，6 強で 6 割，震度 7 では

8 割を超える結果となった．地震により大きな揺

れを感じた場合には，できるだけブロック塀から

は離れた方がよい．

問 31 はその建物周辺の道路や地盤の状況．「2．
道路や地盤の亀裂，液状化の被害等が生じたとこ
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ろがあった」「3．地割れが生じたところがあっ

た」「4．大きな地割れが生じたところがあった」

の合計を見ると，5 弱ではほとんど無く，5 強で

1 割，6 弱で 3 割，6 強で 6 割，7 では 9 割となった．

特に「4．大きな地割れが生じたところがあった」

については，6 強まではほとんど無いが，震度 7
で 3 割と急激に増加した．

問 32 はその建物の周辺で，斜面等の状況．「2．
斜面で落石が発生したところがあった」「3．斜面

でがけ崩れが発生したところがあった」「4．斜面

で地すべりが発生したところがあった」「5．斜面

でがけ崩れが多発した」「6．斜面で大規模な地す

べりや山体の崩壊が発生した」の合計を見ると，

震度 5 弱で 1 割から震度 6 強で 2 割まで増加して

いるが，震度 7 では 7 割と急増した．

2.2.7.4　ライフラインへの影響

問 33 の停電・断水の状況について，第 2.2.6 図

に示す．停電や断水があったとの回答が震度 5 弱

で 1 割，震度 6 弱では 5 割，震度 7 ではほぼ 10
割となっている．解説表の「震度 5 弱程度以上で

断水・停電が発生することがある」との表現と整

合している．

2.2.8　自由記載欄

今回の調査では，自由記載欄を 2 つ用意した．

問 34 の「いままでの設問以外に，今回の地震

により屋内外で生じた被害，あなたがいた場所の

周辺で目撃した被害や現象などがあれば，ご自由

にご記入ください．」と問 35 の「「平成 28 年（2016
年）熊本地震」では，最大震度 7 の地震が 2 回発

生するなど，強い地震が複数回にわたって発生し

ました．最初の地震と，その後の地震で被害等の

状況が異なる場合は，その状況についてご自由に

ご記入ください．（例：「14 日の最初の地震では

家の中のものは倒れなかったが，16 日未明の地

震で多くの棚が倒れた」）」．

多くの方々より，有用な内容を記載して頂いた．

その中から，アンケート調査の対象としていない

被害状況に関する記載や，防災上参考になる記載

について一部抜粋し，Appendix 3 としてまとめた．

文章は調査票の記入欄に記載されていたままを基

本としたが，一部，意味が変わらない程度の文言

の変更，用語の統一などは行った．

なお，参考として市町村ごとに分けて記載して

いるが，該当市町村内を網羅的に調査したわけで

はなく，あくまでも震度観測点周辺の一部の住民

に対して調査した結果の中からの抜粋である．

2.2.9　益城町の建物倒壊率

平成 28 年にまとめられた平成 28 年（2016 年）

熊本地震建築物被害調査報告（国土交通省国土

技術政策総合研究所ほか，2016）によると，益

城町中心の建築物 2,652 棟について被害調査が実

施され，倉庫や神社等を除いた 2,340 棟について

集計されている．その結果，木造 1,955 棟，鉄

骨造 276 棟，鉄筋コンクリート 52 棟であり，木

造の建築時期別の被害状況は，倒壊・崩壊の割

合を見ると，1981 年 5 月以前の建築物では 28.2
％，1981 年 6 月以降 2000 年 5 月まででは 8.7％，

2000 年 6 月以降では 2.2％となっている．アン

ケート調査の対象は益城町宮園震度観測点周辺

300m 以内であるため，この範囲内の倒壊率とは

異なるが，同様であるとみなして解説表との整合

を考えると，耐震性が低い木造住宅では震度 7 で

「傾くものや，倒れるものがさらに多くなる」と

の表現と整合していると考えられる．一方，耐震

性が高い木造住宅では，解説表の震度 7 で「まれ

に傾くことがある」となっていることから，実際

の被害の方が大きかったといえる．但し，益城町

宮園観測点では震度 7 を観測した地震が 2 回発生

していることや，たとえ震度 7 が 1 回であったと

しても，その際の地震の揺れが建物に被害を生じ

やすい周期が卓越していた影響なども考えられ

る．

2.2.10　アンケート調査票の検討

各項目でも一部記載したが，今回のアンケート

調査の結果を踏まえ，次回アンケート調査を実施

する場合の，調査票の変更案についてまとめる．

問 2 の建物の構造について．解説表が「木造」

と「鉄筋コンクリート」を対象としているため，

それらと，それ以外を明確に分ける必要がある．

そのため，選択肢は以下の通りとする．
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1．木造

2．鉄筋コンクリート

3．鉄筋・鉄骨コンクリート

4．軽量鉄骨

5．重量鉄骨

6．鉄筋・鉄骨造で一部木造

7．その他（　　　　　）

8．わからない

なお，ブロック（レンガ）造りの建物について

は，過去のアンケート調査でもほとんど回答数が

無かったことから，その他で対応する．

問 4 のその建物は何階建てですか，について．

地域によっては 3 階建ての木造戸建住宅も多い可

能性があるため，「3 ～ 5 階建」は「3 階建」と「4
～ 5 階建」に分ける．また，現状では「2 階建」

などの回答のみでは戸建住宅か集合住宅かわから

ないため，戸建住宅か集合住宅かの問いを加える．

問 5 の建物の築年数については，有効データ数

が多い場合には，築年数を 5 年ごとに区切るなど

のより詳細な解析に活用できるため，今後も可能

な限り確認しておきたい．

問 6 の耐震性については問 5 と同様のことを聞

いているため，例えば築年数が 35 年以上であっ

ても途中で耐震補強を行った場合や築年数が 35
年未満でも何らかの事情により耐震性が高くない

場合等を聞くように変更したい．

一方，有効データ数が少ない見込みの場合に

は，問 5 はなくして現在の問 6 の築年数での区分

のみでもいい．その場合，木造住宅の耐震基準は

2000 年にも改正となっているため，「2000 年以降

に建てられた建物」の選択肢を加える．

問 7 の建物のある地形や問 8 の地盤の様子につ

いては，解説表との比較では使用しないことと，

一般的に地盤の様子を把握する事は難しいと思わ

れるため，今後は不要とする．その情報が必要に

なった場合には，地形図や地盤の状態を気象庁側

で確認して，観測点ごとに設定することとしたい．

問 14 の，地震に驚き・恐怖を感じたかについて．

解説表の表現にはない「2．少し驚いた」をなくし，

「3．驚いた」に含める．

問 15 の電線や電柱の動きについて．「4．電柱

が揺れるのがわかった」が解説表では震度 5 弱に

対応しているが，それ以上の震度との区別はない．

また，外にいた人が少ない時間帯の地震発生時に

は，回答数は少なくなるので，解説表との比較は

困難である．

問 16 の自動車を運転していた人に伺います，

について．解説表の表現があるため確認したいと

ころではあるが，現在のアンケート調査方法では，

自動車を運転していた人が対象となる可能性は少

なく，地震発生時刻が日中ではない場合には，ほ

とんど対象者がいない可能性もある．また，たと

え運転中の人が対象となった場合でも，震度観測

点周辺を走行中であるとか限らないため，震度何

相当との分類は困難である．今後も調査対象とす

る場合には，例えば自宅から○ｍ程度離れている，

○○市に入っていたなど，おおよその場所を問う

設問も必要である．

問 19 の座りの悪い置物が倒れたかどうかにつ

いて．座りの悪い置物の例として，「花瓶，コップ，

トロフィー」としているが，より適切な具体例が

あるかはその都度検討が必要かもしれない．なお，

以前の調査票では，「すわりの悪いもの（コケシ，

花びんなど），棚に雑においた品物，ビン類」が

動いたか，倒れたかを聞いていた．

問 20 の薄型テレビについては，固定していた

場合の倒れにくさを比較するために，何らかの固

定をしていたか，特に固定していなかったかにつ

いて聞く必要があるか，検討する．また，テレビ

が重い置物に該当しなくなっている現状を踏まえ

て，問 21 の重い置物などに関する設問をやめる

か，別途解説表に，今までのテレビ（ブラウン管

テレビで重い置物に該当）にかわる重い置物の解

説を加える等の検討が必要である．

問 22 の固定していない家具について．震度 5
弱から震度 7 まで，各階級に対応する解説がある

が，より解説表と対応した設問とする．現在の選

択肢「3．固定していない家具の大半が移動した」

は対応する解説表の表現が無く，今回の調査結果

でもあまり選ばれていないため，「大半が移動し，

倒れたものもあった」と震度 6 弱の解説表の表現

に合わせた選択肢に変更する．

問 23 のドアが開かなくなることがあるかどう

かについて．「2．開かなくなったドアがあった」
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の選択肢があれば，「3．多くのドアが開かなくな

った」はなくてもよい．

問 24 の建物の壁，梁，柱などのひび割れや亀

裂について．これは解説表で，木造と鉄筋コンク

リートに分かれ，さらにそれぞれ耐震性が高い，

耐震性が低いに分かれている．よって，調査票も

木造の場合と鉄筋コンクリートの場合に分けて，

それぞれに対応した選択肢の回答とした方がよい

と考える．但し，「鉄筋コンクリート」は主に集

合住宅に使われ，さらに規模の大きい集合住宅で

は鉄骨コンクリートなど別の構造になる可能性が

ある．また，「鉄筋コンクリート」の建物でも，

他の調査項目の都合上，1 階や 2 階の住民への調

査になる．よって，厳密に「鉄筋コンクリート」

の場合の調査結果を得るのは難しい．調査結果を

集めるためには今後，アンケート調査の対象とな

った震度観測点が集合住宅の多い地域にあり，周

辺に鉄筋コンクリート造の建物が多数ある場合に

は，鉄筋コンクリートの建物の 1 階や 2 階の住人

に対して，積極的に調査票を配付しなければなら

ない．同時に木造住宅の調査も必要であるため，

配付数を半々程度にするか，鉄筋コンクリートの

建物が多い地域では，配付部数を 2 倍に増やすな

ど，調査票以外の検討も必要である．

問 25 は，瓦が落下したかどうかについて．解

説表では耐震性が低い木造建築のみ，瓦が落下す

ることがある，となっているため，選択肢も「2．
落下した瓦があった」があれば十分である．しか

し，調査結果を見ると，「3．落下した瓦が数多く

あった」の選択肢も震度が大きくなるごとにその

割合が大きくなっている傾向が見られていた．今

までのアンケート調査でも同様の選択肢と調査結

果が得られていたことから，継続性や今までとの

比較対象が可能であるとの目的のため，引き続き

この選択肢で継続する．

問 26 の，その建物の状況について．これは「3．
建物が傾いた」までの選択肢として，「4．建物の

1 階あるいは中間階の柱が崩れた」「5．建物が倒

れた」は不要と考える．そのような住宅は，そも

そもポスティングによるアンケート調査の対象と

していないためである．

問 27 の，壁のタイルの状況について．選択肢

としては特段の問題はないが，「壁のタイル」と

しては外壁の他にも，風呂場等の屋内にも壁のタ

イルがあるため，どちらが対象であるのかがわか

りにくい．解説表では屋外の状況として「壁のタ

イルや窓ガラスが破損，落下することがある」と

していることから，設問でも屋外の状況とわかる

ように明記する．

問 28は，窓ガラスの状況について．解説表では，

「壁のタイルや窓ガラス」と一緒になったうえで，

「落下することがある」「落下する建物が多くなる」

「落下する建物がさらに多くなる」となっている．

ひとつの建物の窓ガラスがどれだけ落下したかに

ついては，解説表には無く，また震度が大きくな

るにつれて，増加する傾向のみが示されているた

め，解説表の検証に必要な選択肢は「3．割れて

落ちた窓ガラスがあった」のみとなる．解説表の

「窓ガラスが破損，落下する建物が多くなる」と

の説明と，選択肢の「4. 割れて落ちた窓ガラスが

数多くあった」の「多く」が示す対象が異なるた

め，選択肢を残す場合でも注意が必要である．

問 29 の，自動販売機が倒れたかどうか．解説

表では「据付けが不十分な自動販売機が倒れるこ

とがある」となっているが，普段の生活や地震発

生後の状況において，据付けが不十分か否かを確

認している事は少ないと考えられるため，今後も

「据付けが不十分」に限定しない設問でよいと考

える．

問 30 は，ブロック塀について．解説表では「補

強されていないブロック塀が崩れることがある」

「補強されているブロック塀も破損するものがあ

る」となっているが，地震後の被害状況からブロ

ック塀が補強されていたか，されていなかったか

を判断する事は困難であるため，今後も今回の設

問でよいと考える．

問 31 の，周辺の道路や地盤の状況について．

選択肢と解説表は対応しているので，問題ない．

問 32 の，周辺の斜面等の状況について．「周辺

に斜面等はない」との選択肢を追加する．それ以

外は今回の選択肢でよいと考える．

問 33 の，周辺の断水や停電について．選択肢

と解説表は対応しているので，問題ない．

なお，問 29 から 33 について，これはある現象
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がその地域で発生すると，その地域全員がアンケ

ートの結果に「あった」と回答している可能性が

ある．その場合，対象の震度観測点周辺の人数が

多い地域で発生した場合と，人数が少ない地域で

発生した場合には，単純集計では，その集計結果

は大きく異なる場合がある．その場合の集計方法

の改善案としては，例えば震度観測点周辺の結果

から，2 件以上「ある」と回答があった場合には，

その震度観測点では「ある」として，震度観測点

数に対する「あるとなった震度観測点数」の割合

で表示するなど，工夫する必要がある．但し，そ

の場合には震度観測点数が十分に多い必要があ

る．状況に応じて，調査票の他に集計方法も検討

する必要がある．

2.2.11　まとめ

熊本地震について，震度 5 弱以上の揺れを観測

した震度観測点の周辺で，揺れに関するアンケー

ト調査を実施した．アンケート調査票は，大河原

（2017）の設問を基本としているが，一部熊本地

震に対応した設問に変更して使用した．アンケー

トの集計結果は，解説表の記述と比較した結果，

概ね解説表の表現に沿った結果であった．また，

家屋が倒壊した場合や，自動車の運転中の状況な

ど，アンケート調査ではほとんど回答が得られな

い可能性が高いものもあった．そのため，家屋の

倒壊率については，他機関の調査結果を参考とし

た．

今回の地震活動では，規模の大きい地震が繰り

返し発生した．平成 28 年 4 月 14 日から 4 月 30
日までで震度 5 弱以上を観測した回数を震度観測

点ごとに見ると，益城町宮園で 8 回，熊本西区春

日と玉名市天水町で 7 回などとなっている．この

ため，例えば問 24 の建物のひび割れなど，最初

の 1 回目の地震では問題なかった場合でも，2 回，

3 回と大きく揺れたことで，ひびが発生した可能

性もある．一方で，屋内の家具やテレビなど，1
回目の地震の後に対策をとったために，2 回目の

地震では大丈夫であった，との回答も自由記載欄

に複数記入されていた．このため，規模の大きい

地震が 1 回だけ発生した場合と単純には比較でき

ないと考えられる．その他，地震の揺れの特徴（揺

れの継続時間，卓越周期など）やその地域の建物

の特徴等によって体感や被害の状況に幅があるこ

とが想定される．そのような特徴を踏まえたうえ

で，解説表の点検のためには，他の地震のアンケ

ート調査結果と共に，複数の調査結果を検討する

ことが必要である．
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回答＊ 震度 5弱 震度 5強 震度 6弱 震度 6強 震度 7 計   

1 848 56.1％ 393 54.8％ 252 51.9％ 369 48.1％ 89 57.1％ 1,951 53.6％ 

2 664 43.9％ 324 45.2％ 234 48.1％ 398 51.9％ 67 42.9％ 1,687 46.4％ 

合計 1,512   717   486   767   156   3,638   

 

性別 ： 

＊回答の数字は各設問の回答の選択肢番号であり，グラフ右側の凡例と対応している．以下の表も同じ． 

第 2.2.1 図　設問（1）～（6）の集計結果
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第 2.2.1 図　続き
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第 2.2.1 図　続き
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第 2.2.1 図　続き

第 2.2.3 表　問 5 と問 6 のクロス集計結果
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第 2.2.2 図　設問（7）～（12）の集計結果



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 113 －

第 2.2.2 図　続き
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第 2.2.2 図　続き
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第 2.2.3 図　設問（13）～（15）の集計結果
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第 2.2.3 図　続き
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第 2.2.3 図　続き
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第 2.2.3 図　続き
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第 2.2.4 図　設問（17）～（28）の集計結果
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.4 図　続き
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第 2.2.5 図　設問（29）～（32）の集計結果
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第 2.2.5 図　続き
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第 2.2.5 図　続き
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第 2.2.5 図　続き
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第 2.2.6 図　設問（33）の集計結果
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Appendix 1
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Appendix 2
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Appendix 3　自由記載欄への記載内容の抜粋
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2.3　緊急地震速報に関するアンケート調査結

果＊

2.3.1　概要

「平成 28 年（2016 年）熊本地震（以下，「熊本

地震」という．）」は，過去に例のない非常に活発

な地震活動で，最大震度 7 を観測した地震が二度

発生し，緊急地震速報（警報）は 19 回発表された．

内陸の地震で，緊急地震速報（警報）がこれほど

高頻度に発表されたのは初めてのことである．

気象庁では，平成 19 年 10 月より緊急地震速報

の一般提供を開始し，熊本地震が発生するまでに

10 年近く運用を続けてきたところである．これ

までにも緊急地震速報の活用に関する調査は何度

か実施しているが，これほど強い揺れを観測した

地震に対する調査は初めてのこととなる．今回の

地震では，震源直上で強い揺れの到達に間に合わ

なかったところ，震源から多少離れていて強い揺

れの到達に間に合ったところなど多様な状況であ

った．これらの状況における緊急地震速報と対応

行動との関係など，状況をできるだけ正確かつ詳

細に明らかにし，緊急地震速報の効果を検証する

ことは非常に重要である．

本調査は，熊本地震における緊急地震速報の活

用の実態を調査したものである．

2.3.2　調査の流れ

調査は，インタビュー調査とアンケート調査

を組み合わせて三つのステップで実施した（第

2.3.1 図）．

最初に，熊本地震に関する調査対象範囲，調査

対象の地震及び調査方法を検討し，次のとおり決

定した．

調査対象範囲：震度 5 弱以上を観測した地域

調査対象地震：平成 28 年 4 月 14 日 21 時半頃 
  　の地震

  　平成 28 年 4 月 16 日 1 時半頃 
  　の地震

調査方法：インタビュー調査及びアンケート調 
 　　 査
なお，本調査では，平成 28 年 4 月 14 日 21 時

*　地震火山部管理課地震津波防災対策室　菅沼 一成

第 2.3.1 図　調査の流れ

26 分の地震（最大震度 7）と平成 28 年 4 月 16 日

1 時 25 分の地震（最大震度 7）を対象としている

が，調査対象者は一般の方であるため，調査時に

は，地震の細かな時刻は用いず，大まかな時刻表

現を用いた．

次に，アンケート調査を設計するためにインタ

ビュー調査を実施した．インタビュー調査では，

緊急地震速報受信時の行動や強い揺れが来るまで

の時間，情報の入手方法，緊急地震速報の評価等

の聞き取りを行った．その後，インタビュー調査

の結果を踏まえてアンケート調査の設計を行い，

調査対象地震の発生時における緊急地震速報の入

手状況，活用状況，評価等を把握するためのアン

ケート調査を実施した．

2.3.3　インタビュー調査の概要

インタビュー調査は，特に揺れが強かった熊本

県，比較的揺れが強くて緊急地震速報から揺れが

来るまでの猶予時間が確保できたと考えられる福
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第 2.3.2 図　インタビュー調査の項目

岡県及び大分県を対象とし，平成 29 年 1 月 9 日

から同年 1 月 16 日にかけて実施した．調査数は，

熊本市が 5 人，福岡市が 7 人，大分市が 5 人の計

17 人である．調査方法はデプスインタビューと

した．

インタビュー調査では，平成 28 年 4 月 14 日

21 時半頃の地震と同年 4 月 16 日 1 時半頃の両方

の地震に関して，揺れの体験とその時の緊急地震

速報の入手状況や対応行動等について時系列で聴

取し，14 日の地震が発生してから 16 日の地震が

発生する間にいくつもの地震を経験したことによ

る対応行動の変化や地震に対する備えの変化，緊

急地震速報の評価などを聴取した．

インタビュー調査の結果，経験を積むことによ

る学習効果が見られたため，その後実施するアン

ケート調査でも二つの地震時の対応等を比較でき

るように調査を設計した．

インタビュー調査の項目は第 2.3.2 図のとおり．

2.3.4　インタビュー調査の結果

インタビュー調査の主な結果は次のとおり． 

2.3.4.1　熊本地震（4月14日 21時半頃の地震）

の揺れの体験と情報入手，対応行動

（1）緊急地震速報の入手タイミング

・緊急地震速報が届いたのは（揺れ始めた）後

です．（熊本市　A さん）

・（ポケットの携帯が鳴ったが）聞き慣れない

音だったので，何のことかなと．鳴ったから

地震が来るという感覚ではなかったですね．

別々のことのような感じでした．（福岡市　

B さん）

・緊急地震速報の方が早かった．（店で）座っ

た瞬間ですね．その時，周りの方々も，結構，

携帯みんな鳴りました．（大分市　C さん）

（2）緊急地震速報入手時の対応行動

・なし（熊本市　A さん）

・揺れている間に主人の携帯が鳴り響いて，主

人が「地震だ」と叫んだ．（福岡市　D さん）

・娘と一緒に寝ているから，娘に何かあっちゃ

いけないと思って，娘の上覆いかぶさって．

子供の身を守ろうとしました．（大分市　E
さん）

（3）揺れ方

・いきなりがーんと来ましたからね．がっがっ

がーと．どかーん！どどどどどっていう感じ．

もう音がしているという感じ．（熊本市　F
さん）

・キャスター付き椅子ごと揺れ動いていると感

じるような，横揺れの感覚．揺れているかな

と思ってから来るというよりは，感覚的には

いきなり揺さぶられたような．（福岡市　G
さん）

・横に，結構，ガンとくるような．横揺れですね．

最初，軽かったんですよ．その後から結構揺

れて．これはちょっと酷いなっていうのをす

ごく思ったんですよね．（大分市　H さん）

（4）揺れたときの行動

・（座って夫と）思わず抱き合うみたいな．か

つてない揺れだったので．怖かったですね．

天井に付いてる照明器具は落下するかなと思

って，それをずっと睨みつけてたような．（熊

本市　A さん）

・止まっていました．これ以上どうなるのかと

いう感じですね．下に潜るということはなか



気象庁技術報告　第 135 号　2018 年

－ 157 －

ったです．机に手をついてそのまま．（福岡

市　B さん）

・結構，今までにないぐらい揺れていたのでと

りあえず，上の階に嫁と子供がいたので．助

けるじゃないですけど，上がって．もし，下

に下りたりせんといけんのならと思って，階

段を上がって 2 階に移動．揺れている間も，

寝室に行って，揺れが収まるまで待機．布団

を被って子供に覆いかぶさってという感じで

すね．（大分市　I さん）

（5）揺れている間に何もしなかった理由

・テレビとは距離があるし．倒れたり，崩れた

りして私たちが怪我をするというものもなか

ったし．火は扱ってなかったし（その場がた

またま安全な場所だった）．（熊本市　Aさん）

・咄嗟に反応できなかった感じです．「わ，揺

れている」と椅子で安定を図ろうとして，避

難や机に潜ることは思いつきませんでした．

（福岡市　G さん）

・焦ってしまって何をしたらいいのか…．（大

分市　H さん）

2.3.4.2　熊本地震（4月 16 日 1 時半頃の地震）

の揺れの体験と情報入手，対応行動

（1）緊急地震速報の入手タイミング

・私が気付いた時にはすごく揺れていたので，

どちらが先かはわからないです．（熊本市　

A さん）

・（緊急地震速報のアラートが）鳴ってから直ぐ．

「あ！」と思ったら揺れていた．（福岡市　G
さん）

・揺れが始まる前に速報が来ました．（大分市

　H さん）

（2）緊急地震速報入手時の対応行動

・なし．（熊本市　A さん）

・その時もいざとなったらすぐに出られるよう

に，同じように扉を開放して，寝室に移動し

て，ベッドに座ってじっとしていました．（福

岡市　D さん）

・起きて，子供部屋のドアを開けたのと．子供

の頭の上にヘルメットを．余震が続いていた

ので．（大分市　H さん）

（3）緊急地震速報入手時にとった行動の理由

・最初の時は分からなかったのですが，それ以

降はもうヴィンヴィンを基準に．「あ，これ

から揺れる」というので．（福岡市　D さん）

・余震が続いていたので，子供部屋にヘルメッ

トを置いていたんですよ．それをそれぞれに

かぶせて．起こしはしなかったんですけれど

も．とりあえず子供部屋のドアを開けました

ね．万が一のために．（大分市　H さん）

（4）揺れ方

・もう現実とは思えなくて．たぶんこれ寝てる

んだよね私，と思いながら．覚醒するにした

がって，これはただ事ではないと．二階が一

階を押し潰すというイメージが先行して，こ

のまま私はどうなるんだろうと．（熊本市　

A さん）

・前震の時と明らかにどちらが大きいという感

じではありませんでした．同じようにどちら

もかなり強い，滅多に来ないようなレベル

の揺れだという感じ．割と大きめに．（横に）

ユサユサ．（福岡市　G さん）

・縦揺れでしたよね．揺れの質的には，あまり

変わらないように思えたんですけど．本当，

大きい揺れがガーって来て縦揺れ，ガタガタ

ガタっていう感じですかね．（大分市 J さん）

（5）揺れたときの行動

・ベッドにしがみついて（熊本市　A さん）

・持っていたものを膝に押さえつつ，椅子を持

ちつつ，揺れているという状況だったと思い

ます（福岡市　G さん）

・妻が，まず子供に，覆いかぶさるじゃないで

すけど．何も来ないようにして．特に周りの

物がなんか来ないかっていうところで，身の

安全を確保したっていうところですかね．（大

分市　J さん）
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2.3.4.3　熊本地震を経験しての変化

・14 日のあとで水を溜めました．行動を変えた

ことはないです．（熊本市　A さん）

・（16 日の時は 14 日時に緊急地震速報を経験し

たので）速報を聞いてスムーズに動けるとい

う感じ．（福岡市　D さん）

・上に重い物を置いていたりとかしていたのを

全部下に下げました．食器とかも，もう必要

なもの以外は，ちょっと，そこに直したりと

かは若干しました．子供のヘルメットは元々，

玄関に置いていたんですけれども，14 日の

後っていうより，その後，何回か余震があっ

たので，枕元に置いておこうっていう形で．

子供もそれぞれに水と，逃げられるように，

それぞれの荷物に衣服を置いたりとか．一応，

2 階と 1 階の両方に食料を備蓄したりとかは

しましたね．（大分市　H さん）

2.3.4.4　緊急地震速報の評価

・（怖くて）本当に固まってました．慣れるっ

てことはなかった．揺れてる最中にさらに鳴

ると，これ以上が来るって．怖くてお手洗い

にも行けないような状況．（熊本市　A さん）

・最初の時は分からなかったのですが，それ以

降はもうヴィンヴィンを基準に．「あ，これ

から揺れる」というので，凄く便利な機能だ

なと思いました．（福岡市　D さん）

・びっくりする音なので，耳に入りやすい．だ

から，緊急のときにはいいのかなと思います

ね．危機感をあおられる音というか．（大分

市　I さん）

2.3.5　アンケート調査の概要

アンケート調査では，4 月 14 日 21 時半頃の地

震と 4 月 16 日 1 時半頃の地震を対象に , 地震発

生時における緊急地震速報の入手状況，活用状況，

評価等を聞いた．

調査は，4 月 14 日 21 時半頃の地震と 4 月 16
日 1 時半頃の地震発生時，いずれかの地震で震度

5 弱以上を観測した市町村にいた 20 歳以上の男

女を対象とし，インターネット上の WEB 画面に

用意した質問に回答する方式を採用した．性別，

年齢，居住地の分布は「平成 27 年国税調査人口

等基本集計」（総務省統計局，2016）の分布の割

合を基に割り付けを行った．ただし，割り付け

数に満たない階層が一部にある．調査は平成 29
年 2 月 23 日から同年 3 月 1 日にかけて実施した．

有効回収数は 1909 サンプルである．回答者の属

性を第 2.3.3 図に示す．

2.3.6　アンケート調査の結果

2.3.6.1　地震発生時にいた場所・状況

緊急地震速報の入手状況，活用状況，評価等は，

地震発生時において回答者がおかれた状況と関連

性があることが考えられることから，地震発生時

第 2.3.3 図　回答者属性（有効回答数 n=1909）
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にいた場所や状況を聞いた．

（1）地震発生時にいた場所

地震発生時にいた場所を聞いたところ（単一回

答），「自宅にいた」と回答した人は，14 日の地

震では 8 割台半ば，16 日の地震では 9 割強と多

数を占めている（第 2.3.4 図）．地震発生時に震度

6 弱以上の市町村にいた人に限ってみると，「自

宅にいた」と回答した人は，いずれの地震でも 8
割台半ば以上で , 全体と同程度であった．

（2）地震発生時の状況

地震発生時の状況として当てはまるものを聞い

たところ（複数回答），14 日の地震では，「テレ

ビ・ラジオがついていた」と回答した人が 7 割弱

で最も多く，次いで「携帯電話・スマートフォン

を操作していた」が 2 割台半ばとなっている（第

2.3.5 図）．一方，16 日の地震では，「眠っていた」

と回答した人が 6 割台半ばで最も多く，次いで「テ

レビ・ラジオがついていた」が 2 割強となってい

る．地震発生時に震度 6 弱以上の市町村にいた人

についてみると，いずれの地震も全体と同程度と

なっており，14 日の地震では，「テレビ・ラジオ

がついていた」と回答した人が 6 割台半ばで最も

多く，次いで「携帯電話・スマートフォンを操作

していた」は 2 割台半ばとなっている．また，16
日の地震では，「眠っていた」と回答した人が 7
割弱で最も多く，次いで「テレビ・ラジオがつい

ていた」が 2 割弱となっている．

（3）地震発生時の同伴者

地震発生時に誰と一緒にいたかを聞いたところ

（複数回答），「ひとりだった」と回答した人は，

いずれの地震でも 3 割弱となっている（第 2.3.6

 

第 2.3.4 図　地震発生時にいた場所（単一回答） 第 2.3.5 図　地震発生時の状況（複数回答）
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図）．地震時に震度 6 弱以上の市町村にいた人に

ついても全体と傾向は同じで，「ひとりだった」

と回答した人は，いずれの地震でも 2 割台半ばと

なっており，約 7 割の人は誰かが一緒にいた．

2.3.6.2　緊急地震速報の入手と認知

（1）地震発生時における緊急地震速報の入手方法

二つの地震について，地震発生時に緊急地震速

報を見聞きした人に緊急地震速報を何で入手した

かを聞いたところ（複数回答），「携帯電話・スマ

ートフォン（緊急速報メール）」と回答した人は，

14 日の地震では約 8 割，16 日の地震では 8 割台

半ばと多数を占めている．また，「テレビの画面

や音声」と回答した人は，14 日に地震では 5 割

台半ば，16 日の地震では 3 割弱となっている（第

2.3.7 図）．地震時に震度 6 弱以上の市町村にいた

人では，「携帯電話・スマートフォン（緊急速報

メール）」と回答した人は，14日の地震では 8割強，

16 日の地震では 8 割台半ばと多数を占めており，

全体と同程度となっている．また，「テレビの画

面や音声」と回答した人は，14 日の地震では約 5
割，16 日の地震では 2 割台半ばで，こちらも全

体と同程度となっている．

（2）緊急地震速報を入手してから揺れを感じるま

での時間

二つの地震について，地震発生時に緊急地震速

報を見聞きした人に緊急地震速報の入手から揺れ

を感じるまでの時間を聞いたところ（単一回答），

 

第 2.3.6 図　地震発生時の同伴者（複数回答） 第 2.3.7 図　緊急地震速報の入手方法（複数回答）
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「『緊急地震速報』を見たり聞いたりする前に強い

揺れが来た」と回答した人は，14 日の地震では 2
割台半ば，16日の地震では 2割強となっている（第

2.3.8 図）．また，強い揺れを感じる前に緊急地震

速報を入手したと回答した人は，14 日の地震で

は 4 割強，16 日の地震では 4 割弱となっている．

地震時に震度 6 弱以上の市町村にいた人について

みると，「『緊急地震速報』を見たり聞いたりする

前に強い揺れが来た」と回答した人は，14 日の

地震では 6 割弱，16 日の地震では 5 割弱となっ

ており，全体に比べて，20 ポイント以上高くな

っている．緊急地震速報を見たり聞いたりする前

に強い揺れが来たかどうかは，地震発生時にいた

場所に大きく依存するが，14 日の地震よりも 16
日の地震の方が震度 6 弱以上を観測した地域は広

く，猶予時間は短いと考えられるにも関わらず，

「『緊急地震速報』を見たり聞いたりする前に強い

揺れが来た」と回答した人は，14 日の地震に比

べて 16 日の地震の方が 10 ポイント弱少なくなっ

ていることから，経験により緊急地震速報の認知

が上がった可能性も見て取れる．

（3）緊急地震速報入手時における緊急地震速報に

対する理解

二つの地震について，地震発生時に緊急地震速

報を見聞きした人に緊急地震速報を入手したとき

に緊急地震速報であることが分かったかどうかを

聞いたところ（単一回答），「音や映像ですぐにわ

かった」と回答した人は，14 日の地震では 5 割

台半ば，16 日の地震では 6 割弱となっている（第

2.3.9 図）．緊急地震速報（警報）は 14 日 21 時半

頃の地震以降，この地震を含めて 16 日 1 時半頃

第 2.3.8 図　緊急地震速報入手から揺れを感じるまで

の時間（単一回答）
第 2.3.9 図　緊急地震速報入手時の理解（単一回答）
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の地震までに 5 回発表されていることから，経験

による学習効果があった可能性が考えられる．ま

た，2013 年淡路島付近の地震における調査（気

象庁，2013）での結果（36.6%）と比べて，「音

や映像ですぐにわかった」人の割合は向上してい

る（第 2.3.10 図）．

また，地震時に震度 6 弱以上の市町村にいた人

については，「音や音声ですぐにわかった」と回

答した人は，14 日の地震で 4 割台半ば，16 日の

地震で 5 割弱となっており，全体に比べて 10 ポ

イント以上低かった．一方，「揺れを感じてわか

った」と回答した人は，いずれの地震でも 4 割程

度で，全体に比べて 10 ポイント以上高かった．

2.3.6.3　対応行動

（1）緊急地震速報や揺れに対する行動

二つの地震について，緊急地震速報の入手や揺

れを感じたことをきっかけに，どのような行動を

とったか聞いたところ（複数回答），＜緊急地震

速報を入手したとき＞及び＜揺れを感じたとき＞

においては，「その場で身構えた」と回答した人は，

14 日の地震ではそれぞれ 3 割台半ば，4 割強，16
日の地震ではそれぞれ 3 割強，3 割台半ばと最も

高くなっている（第 2.3.11 図）．一方，＜揺れが

収まってきたとき＞においては，「テレビやラジ

オ，携帯電話などで地震情報を知ろうとした」と

回答した人は，14 日の地震では 4 割台半ば，16
日の地震では 4 割弱と最も高くなっている．

地震時に震度 6 弱以上の市町村にいた人につい

ては，「外へ出た，または出ようとした」と回答

した人は，いずれの地震でも，全体に比べて 2 倍

程度高くなっている．また，＜揺れが収まったと

き＞においては，「外へ出た，または出ようとし

た」，「安全と思う場所に移動した」，「ドアなどを

開けて逃げ道を確保した」と回答した人は，全体

に比べて 10 ポイント以上高くなっている．「テレ

ビ・ラジオ，携帯電話などで地震情報を知ろうと

した」と回答した人は，全体と同程度となってい

る．

（2）緊急地震速報を入手した際，行動を起こさな

かった理由

二つの地震について，「その場で身構えた」又

は「特に何もしなかった，または何もできなかっ

た」と回答した人に，緊急地震速報を入手した際

に行動を起こさなかった理由を聞いたところ（単

一回答），「そのとき居た場所が安全だと思った

から」と回答した人は，14 日の地震では 4 割強，

16 日の地震では 5 割弱となっている（第 2.3.12
図）．14 日の地震で，「その場で身構えた」人の

うち，「地震がくるということは理解できたが，

何をしてよいかわからなかったから」と回答した

人の割合は，「特に行動しなかった，または何も

できなかった」人のうち同じ回答を人の割合より

も 13 ポイント高くなっている．また，16 日の地

震で，「その場で身構えた」人のうち，「そのとき

居た場所が安全だと思ったから」と回答した人の

割合は，「特に行動しなかった，または何もでき

なかった」人のうち同じ回答をした人の割合より

も 10 ポイント高くなっている．

地震時に震度 6 弱以上の市町村にいた人につい

ては，全体に比べて，「そのとき居た場所が安全

だと思ったから」と回答した人は，いずれの地震

でも 10 ポイント以上低く，二つの地震を比べる

と，16 日の地震の方が 10 ポイント弱高くなって

いる．また，「緊急地震速報を受けてから行動し

よう思ったが間に合わなかった」と回答した人は，

全体に比べて，2 倍程度高くなっている．「地震

がくるということは理解できたが，何をしてよい

かわからなかったから」と回答した人は，14 日

の地震よりも16日の地震の方が10ポイント低く，

第 2.3.10 図　平成 25 年 4 月 13 日の淡路島付近の地

震における緊急地震速報入手時の理解（単一

回答）（気象庁，2013）
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第 2.3.11 図　緊急地震速報や揺れに対する行動（複数回答）
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経験による効果が見て取れる．

（3）揺れ始めた際，行動を起こさなかった理由

二つの地震について，揺れ始めた際に行動を起

こさなかった理由を聞いたところ（単一回答），「そ

のとき居た場所が安全だと思ったから」と回答し

た人は，いずれの地震でも 4 割台半ばとなってい

る（第 2.3.13 図）．

地震時に震度 6 弱以上の市町村にいた人につい

ては，「そのとき居た場所が安全だと思ったから」

と回答した人は，全体に比べて，いずれの地震で

も 10 ポイント以上低く，「揺れに翻弄されて何も

できなかったから」と回答した人は，全体に比べ

て，いずれの地震でも 20 ポイント以上高くなっ

ている．また「実際に地震が来ても，何をして良

いのか分からなかったから」と回答した人は，14
日の地震よりも 16 日の地震の方が 10 ポイント以

上低くなっている．

2.3.6.4　地震に対する備えの開始時期

地震に対する備えを行った（見直しや確認だけ

も含む）時期を聞いたところ（単一回答），地震

時に震度 6 弱以上の市町村にいた人は，全体に比

べて，熊本地震をきっかけに，自身の備えを行っ

た人が多く，「倒れやすいもの，落ちやすいもの

などを安全な場所に置いた」「水や食料などの備

蓄用品を準備した」「地震が来たときに対する対

応について考えたり，家族で話し合ったりした」

 

第 2.3.12 図　緊急地震速報を入手した際に行動を起こさなかった理由（単一回答）
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第 2.3.13 図　揺れを感じた際に行動を起こさなかった理由（単一回答）

と回答した人は，いずれも 7 割程度以上となって

いる（第 2.3.14 図）．

2.3.6.5　緊急地震速報の効果

熊本地震のときに，緊急地震速報の効果があっ

たかどうか聞いたところ（複数回答），地震時に

震度 6 弱以上の市町村にいた人は，全体に比べて，

「揺れに対する心構えができた」，「緊急地震速報

を聞いて，体感していた揺れが地震であることが

わかった」の回答は 1 割程度少なく，「効果はな

かった」と回答した人も 3 割強～ 3 割台半ばだっ

たが，「自分自身の身を守るための行動ができた」，

「身近な人を守ることができた」については多少

割合が多くなっている（第 2.3.15 図）．

2.3.6.6　分析

（1）眠っている人に対する効果

地震発生時，14 日の地震では 1 割弱，16 日の

地震では 6 割台半ばの割合の人が眠っていたが，

このうち，緊急地震速報がきっかけで目を覚まし

た人は，いずれの地震とも 4 割強となっている（第

2.3.16 図及び第 2.3.17 図）．

（2）緊急地震速報入手時にとった行動

緊急地震速報を入手して何かしらの行動をした

人は，いずれの地震でも 4 割以上を占めている（第
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2.3.18 図）．緊急地震速報入手時に安全な場所に

いたために「その場で身構えた」のみの人，緊急

地震速報入手時に安全な場所にいたために「特に

行動をしなかった」人は，14 日の地震では合わ

せて 2 割弱，16 日の地震では 2 割台半ばとなっ

ている．また，緊急地震速報入手をきっかけに「テ

レビやラジオ，携帯電話などで地震情報を知ろう

とした」のみの人はいずれの地震も合わせて 1 割

程度であり，緊急地震速報入手時に何らかの理由

で動けず「その場で身構えた」のみの人，「何も

第 2.3.14 図　地震に対する備えの開始時期（単一回答）

できなかった」人はいずれの地震も合わせて 2 割

台半ばとなっている．

（3）事前の対応想定の有無と対応行動

地震発生時，緊急地震速報を入手した際の対応

行動について，緊急地震速報を入手した際の対応

想定の有無との関係をみると（第 2.3.1 表及び第

2.3.2 表），多くの対応行動事例において，事前に

緊急地震速報を入手した際の対応を考えていた人

はそうでない人と比べて，5 ポイント以上高く，
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第 2.3.15 図　緊急地震速報の効果（複数回答）

 

 

 

 

第 2.3.16 図　地震発生時の睡眠状況（単一回答）

第 2.3.17 図　眠っていた人が目を覚ましたきっかけ

（単一回答）
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第 2.3.18 図　緊急地震速報入手時にとった行動（単一回答）

一方，「特に行動しなかった，または何もできな

かった」と回答した人は，事前に対応を考えてい

た人はそうでない人と比べて 10 ポイント以上低

くなっており，事前に対応を想定しているかどう

かによって，対応行動有無に差が見られる．

（4）猶予時間と効果

緊急地震速報を入手したタイミングと緊急地震

速報の効果の有無の関係をみると（第 2.3.19 図及

び第 2.3.20 図），猶予時間が長いほど「効果があ

った」とする人が多く，「効果があった」とする

理由をみると，特に「心構え」の面で差が見られる．

また，緊急地震速報より前に強い揺れが来た場合

でも，「効果があった」と回答した人は 6 割以上

で，緊急地震速報によって，「体感している揺れ

が地震であること」を認知した人は 5 割以上とな

っている．16 日の地震時の猶予時間別に見ても，

14 日の地震時の猶予時間別の結果と同様である．

2.3.7　まとめ

主な調査結果をまとめると次のとおりである．

・緊急地震速報だということが「音や映像ですぐ

にわかった」と回答した人は，14 日の地震で

は 5 割台半ば，16 日の地震では 6 割弱となっ

ており，経験による学習効果の可能性が見られ

るとともに 3 年前の淡路島の地震時（36.6％）

と比べて向上している．

・熊本地震のときに，緊急地震速報の効果があっ

たかどうか聞いたところ，地震時に震度 6 弱以

上の市町村にいた人においても，「効果はなか

った」と回答した人は 3 割強～ 3 割台半ばとな

っており，6 割以上の人が何らかの効果につい

て回答している．

・いずれの地震の場合も眠っていた人のうち，緊

急地震速報がきっかけで目を覚ました人が 4 割

強いる．

・事前に緊急地震速報を入手した際の対応を考え

ていた人とそうでない人で，地震時の対応行動

について差がみられる．

・猶予時間が長いほど「効果があった」とする人

が多く，特に「心構え」の面で差が見られる．

本調査結果は，緊急地震速報（警報）に関する

活用状況の基礎データとなるものであり，緊急地

震速報の効果的活用のための検討に活用する．

謝辞

本調査を実施するにあたり，東京大学大学院情

報学環総合防災情報研究センター長　田中淳先生

には多くの助言をいただいた．ここに感謝の意を

表する．
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第 2.3.1 表　事前の対応想定の有無と緊急地震速報入手時にとった行動（4 月 14 日 21 時半頃の地震）（複数回答）

 
 

 
第 2.3.2 表　事前の対応想定の有無と緊急地震速報入手時にとった行動（4 月 16 日 1 時半頃の地震）（複数回答）
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第 2.3.19 図　猶予時間と緊急地震速報の効果（4 月 14 日 21 時半頃の地震）（複数回答）
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第 2.3.20 図　猶予時間と緊急地震速報の効果（4 月 16 日 1 時半頃の地震）（複数回答）
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2.4　長周期地震動に関する揺れの実態調査結

果＊

2.4.1　概要

気象庁では，高層ビル等に被害をもたらすおそ

れのある長周期地震動に関する情報のあり方に

ついて，平成 23 年度から検討を行っている．平

成 24 年度には長周期地震動階級を定め，長周期

地震動階級から推計される被害の可能性を示した

「長周期地震動階級関連解説表」（第 2.4.1 図）を

作成した．平成 25 年 3 月からは，気象庁ホーム

ページで「長周期地震動に関する観測情報（試行）」

として各地域で観測された長周期地震動階級等を

発表している．顕著な長周期地震動が観測された

場合には , 長周期地震動階級関連解説表の内容を

点検し，新たな被害（地震）の事例が得られた場

合や，建物・構造物の耐震性の向上等によって実

状と合わなくなった場合には改善することとして

いる．

熊本地震では，長周期地震動に関する観測情報

（試行）の発表開始後初めて長周期地震動階級 4
を観測した（第 2.4.2 図）．また，西日本から関東

までの広い範囲で長周期地震動階級 1 以上が観測

された．長周期地震動階級が策定されてからこれ

まで，これほど大きな長周期地震動は観測されて

いなかったことから，今回の地震における長周期

地震動の揺れの状況の把握や，観測された長周期

地震動階級との比較によって長周期地震動階級の

検証を行うことが非常に重要である．このため，

西日本の各地点を中心として長周期地震動に関す

る揺れの実態調査を実施した．

2.4.2　調査の流れ

今回の長周期地震動の揺れの実態調査では，緊

急地震速報の利活用調査（第 2.3 節）と同様に，

調査項目・調査方法の検討を行ってからインタビ

ュー調査を実施した．その後インタビュー調査の

結果を踏まえてアンケート調査の設計を行い，ア

ンケート調査を実施した．調査の流れを第 2.4.3
図に示す．

*　地震火山部地震津波監視課　古謝 植之

第 2.4.1 図　長周期地震動階級関連解説表

第 2.4.3 図　アンケート調査の流れ

第 2.4.2 図　平成 28 年 (2016 年 ) 熊本地震（4 月 16 日

01 時 25 分 ,M7.3）における長周期地震動階級

の分布
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第 2.4.4 図　インタビュー調査の項目

2.4.3　インタビュー調査の概要

インタビュー調査は，熊本地震で長周期地震動

階級４を観測した熊本市と，長周期地震動階級 1
以上を観測した都市の中から距離別に福岡市，広

島市，大阪市を選び，対象者は 10 階以上の高層

階に居住する 20 歳以上の男女とした．実施期間

は平成 29 年 1 月 9 日から 1 月 16 日である．調査

数は熊本市は 3 名，福岡市は 6 名，広島市は 2 名，

大阪市は 2 名の合計 13 名である．

インタビュー調査の項目は第 2.4.4 図のとおり．

2.4.4　インタビュー調査の結果

インタビュー調査の主な結果は次のとおり．

2.4.4.1　熊本地震（4月14日 21時半頃の地震）

の高層階での揺れの体験と対応行動

（1）揺れが発生したときの揺れの感じ方

・最初はあまり揺れている感じがしなくて，プリ

ンターが落ちかけたのでおかしいと思ったら揺れ

を感じた．揺れ方は横に小刻みな感じ．（熊本市

14 階）

・今までに経験したことのないような感じ．縦に

ドスンドスンとしたような感じ．（熊本市 15 階）

・グラグラとした揺れが結構長く続いた．これは

夢じゃないかと思った．熊本でこんな地震が．し

かもずいぶん続いているっていうので．（熊本市

13 階）

・揺れはあまり感じませんでした．地震のゴゴゴ

ゴという揺れではなくフラーフラーとした揺れ．

（福岡 19 階）

・凄かった．今までに経験したことのない揺れ．（福

岡市 11 階）

・最初から強い横揺れでした．（広島市 15 階）

・小刻みな横揺れがだんだん強くなっていくよう

な感じ．（広島市 13 階）

・揺れませんでした．（大阪市 28 階）

（2）家（またはそのとき居た場所）の状況

・本棚は全て倒れました．一応上に，突っ張り棒

はしていたんですけども．冷蔵庫も 1 メートルく

らい移動しました．（熊本市 14 階）

・食器棚が倒れて食器が散乱した．テレビが倒れ

て液晶が割れた．ぶら下がっている照明が天井に

ぶつかり天井に傷が出来た．部屋に置いていた水

槽が全部割れた．エレベーターは止まっていた．

（熊本市 15 階）

・ガスレンジの上に乗っていた鉄瓶が落ちて下の

引き出しにあったガラス鍋が割れた．（熊本市 13
階）

・置物が全部落ちた．キャスター付きのテーブル

が動いた．（福岡市 11 階）

・家具等の移動はないです．（広島市 15 階）

・CD がパタパタと落ちてきました．CD が散乱し

てかなり酷く空き巣に入られたような状態です．

ピクチャーレールからぶら下がっている絵がちょ

っと揺れていました．（広島市 13 階）

（3）揺れたときの行動

・落ちかけたプリンターを支えて，ずっとそのま

ま．（熊本市 14 階）

・テレビを押さえようとしたが間に合わなかった．

その後，家族に声をかけた．（熊本市 15 階）

・あまりに揺れがひどかったのでソファから下り

て床に座り込んだ．キャスター付きのテレビ台を

押さえていた．（熊本市 13 階）
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・座っていたので揺れが収まるまでその場所にい

た．（福岡市 11 階）

・特に何もしていない．（福岡市 19 階）

・身構えた．（広島市 15 階）

・ソファに座っていて目の前のテレビを点けまし

た．（広島市 13 階）

（4）地震後の発表震度と比べて揺れをどう感じた

か

・あれだけ強いのは初めてでしたので，よく分か

らなかったです．（熊本市 14 階）

・これまで大きな地震を経験していないので分か

らない．（熊本市 15 階）

・3.11 の時に東京にいて震度 5 だったので，あの

時よりはかなり揺れたなと思った．震度 6 強は妥

当．（熊本市 13 階）

・もっとひどく感じた .（福岡市 11 階）

・「こんなものなのか」という認識 .（福岡市 19 階）

・もっと揺れた．（広島市 15 階）

・いつも思うのですが，1 つ上くらいの揺れに感

じます．（広島市 13 階）

2.4.4.2　熊本地震（4月 16 日 1 時半頃の地震）

の高層階での揺れの体験と対応行動

（1）揺れが発生したときの揺れの感じ方

・最初はドドドと突き上げるような感じから，横

にユサユサ揺れる感じに変わった気がします．（熊

本市 14 階）

・いきなり激しく縦に揺れた．時間的に何分も揺

れていたという感じはなかった．（熊本市 15 階）

・大きい横揺れがいきなりきた．（福岡市 11 階）

・小さな横揺れがちょっと続いた．（福岡市 19 階）

・いきなり結構な横揺れ．小刻みですね．（広島

15 階）

・前震より全体が縮小したような感じ．慣れかも

しれませんが．（広島市 13 階）

・だんだん船に乗っているような感じに揺れてき

まして，気持ち悪くなってきました．（大阪市 28
階）

（2）家（またはそのとき居た場所）の状況

・一度戻したものがもう一度倒れた．直した家具

がグチャグチャの状態．エレベーターが修理のた

め 2 ～ 3 階に止まっていて，壁とぶつかったため，

長い間駄目になった．（熊本市 15 階）

・目が覚めたらベッドが移動していた．（熊本市

13 階）

・陶器製の人形がずっと動いていた．（福岡市 11
階）

・和箪笥か洋箪笥の上に置いていたものが落ちて

きた．（広島市 15 階）

・ほぼ前と一緒．似たり寄ったり．（広島市 13 階）

・特に動いたものはなかった．（大阪市 28 階）

（3）揺れたときの行動

・いったん起きて移動しようと思ったのですが，

ちょっと動ける状態じゃなかったので，ソファに

手をついた状態でとりあえず揺れが収まるまで立

って身を支えている感じ．（熊本市 14 階）

・揺れが一番強い時には動けなかった．（熊本市

15 階）

・ベッドで横になっていて動こうと思わなかった．

（熊本市 13 階）

・箪笥が倒れそうになったので手で押さえた（福

岡市 11 階）

・カーテンを開けて外を見ていた．（福岡市 19 階）

・何も出来なかった．寝ぼけているのと地震の怖

さで動けなかったのかな．（広島市 15 階）

・前と同じだったと思います．（広島市 13 階）

・気持ち悪くなってきたので歩いていました．ベ

ランダに出たりしていました．（大阪市 28 階）

（4）地震後の発表震度と比べて揺れをどう感じた

か

・こういうものなのだなという印象．（熊本市 14
階）

・震度 5 以上に感じた．（福岡市 11 階）

・そんなに気にしなかった．（福岡市 19 階）

・震度 4 くらいですかね．もっと強かったような

イメージはあるからもっと上かな．（広島市 15階）

・実際の方がかなり揺れました．（大阪市 28 階）
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第 2.4.5 図　回答者の属性（有効回答数 n=1,000）

2.4.4.3　長周期地震動の認知・理解

（1）長周期地震動の認知

・長周期地震動は数年前にテレビの地震の特集み

たいな番組で聞いた．（熊本市 14 階）

・言葉は知っているが特徴は知らない．（熊本市

13 階）

・長周期地震動という言葉は聞いたことはない．

（熊本市 15 階，福岡市 11 階，福岡市 19 階，大阪

市 28 階など）

・長周期地震動という言葉は知っている．揺れて

から，広島でも揺れて，マンションの高いところ

はさらに揺れる．これが長周期なのだとその時学

んだような気がします．（広島市 15 階）

・だいたいの雰囲気としてはなんとなく分かりま

すが，言葉として聞いたのはおそらく初めてだと

思います．（広島市 13 階）

（2）熊本地震の際に体感した長周期地震動につい

て

・やっぱり 4 ぐらいじゃないかな．（熊本市 14 階）

・4 か 4 以上みたいな感じ．（熊本市 15 階）

・14日は階級2ぐらいで，16日は階級3くらい．（熊

本市 13 階）

・14 日は階級 3 で，16 日はそれ以上に感じたの

で階級 4．（福岡市 11 階）

・長周期地震動階級 1．（福岡市 19階，大阪市 28階）

・2 くらいで，本震は 3 くらいですかね．（広島市

15 階）

・2 と 3 の間くらいですかね．3 ほど酷くはない

と思いますが，物は明らかに倒れたり落ちたりし

ていますからね．（広島市 13 階）

2.4.5　アンケート調査の概要

アンケート調査は，今回の地震における長周期

地震動の揺れの状況把握や，長周期地震動とその

特徴の認知度の調査を目的とし，長周期地震動階

級 1 以上を観測した大阪府以西の各府県及び愛知

県，千葉県の 10 階以上に居住する 20 歳以上を対

象とした（詳細な回答者の属性については次項で

示す）．実施期間は平成 29 年 3 月 8 日から 3 月

14 日で，インターネット上で調査モニター登録

をしている方々が WEB 画面上の質問に回答する

形式で行い，有効回答数は 1,000 サンプルである．

質問の内容は，インタビュー調査の結果を踏まえ，

室内の揺れの様子を聞くほか，長周期地震動とい

う言葉の認知度調査や実際に体感した長周期地震

動階級はいくつに相当するかという質問を調査項

目に加えている． 

2.4.6　アンケート調査結果

2.4.6.1　対象者属性について

回答対象者の性別，年代，居住地の分布を第

2.4.5 図に示す．居住地は，高層ビルの高層階の

居住者を対象としたことから，揺れの大きかった

地域よりも，高層ビルの多い人口の多い地域から

の回答者が多かった．

次に，自宅の階数・自宅の総階数を第 2.4.6 図
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に示す．気象庁の扱う長周期地震動は，固有周期

1.5 秒から 8 秒の概ね 14 ～ 15 階建て以上の高層

ビル等を揺らす地震動であるが，調査は参考のた

め 10 階建て以上に対象を広げた．

2.4.6.2　地震時の揺れ方及び行動について

今回の調査では，大きく分けて地震時の揺れや

行動に関する質問と，長周期地震動についての認

知度に関する質問を行っている．地震の揺れ方に

ついては，4 月 14 日 21 時半頃の地震と 4 月 16
日深夜 1 時半頃の地震のどちらかについてのみ回

答を取っているが，ここでは 4 月 16 日の地震に

ついて回答があった部分についての結果を示すこ

とにする．

地震の揺れの継続時間について質問した回答分

布を第 2.4.7 図に示す．多くは 1 分前後であり 3

第 2.4.6 図　対象者の階数・総階数（有効回答数

n=1,000） 第 2.4.7 図　揺れの継続時間
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分以上と答えたのは 6.8％と非常に少数であった．

階級別に見てみると，長周期地震動階級が 3 以上

の地域は「30 秒～ 1 分程度」，「1 分～ 3 分程度」

と回答している人が多くなっている．15 階以上

のデータでは，1 ～ 3 分や 3 ～ 5 分と感じる人も

全体と比較してやや多い．また，距離別に見るた

めに，代表的な府県別（千葉県，大阪府，広島県，

福岡県，熊本県のデータを確認すると，熊本県は

30 秒～ 1 分程度が多いのに対し，福岡県は 30 秒

未満も多く，大阪府では 3 ～ 5 分程度も割合が多

くなっている．千葉県になると 1 ～ 3 分程度とい

う回答の割合が他の地域に比べて最も多くなって

いる．

また，揺れている最中に立ち上がることが出来

たかという問いに対しては，長周期地震動階級 4
を観測した地域と，その他の地域で大きな差があ

り，長周期地震動階級関連解説表に記載されてい

る人の体感・行動として「立っていることができ

ない」という記載を裏付ける結果となった（第

2.4.8 図）．

15 階以上に限った場合では，立ち上がったと

回答した割合がやや多くなった． 
一方で，揺れている最中，室内を移動すること

はできましたかという問いに対しては，長周期地

震動階級 3 以上でも約 1 割の人が「移動すること

に支障を感じなかった」としている（第 2.4.9 図）．

また，長周期地震動階級 4 の解説に記載されてい

る「はわないと動けなかった」という回答は長周

期地震動階級 4 以上の地域で約 5％程度とわずか

であった．15 階以上に限った場合は，立ち上が

ることの可否と同様に，移動に支障を感じなかっ

たという回答の割合が多くなっていた．

次に，周囲の状況についての回答を第 2.4.10 図

に示す．周辺の状況はどれかひとつではなく，該

当するものを複数回答可として聞いている．全体

として最も多かった回答は「特に被害がなかった」

であるが，観測された階級ごとの内訳を見ると，

長周期地震動階級 3 以上では多くの場所で何らか

の被害があり，家具の移動や転倒が発生していた

ことがわかる．

長周期地震動階級は，震度では十分に表せない

長周期地震動の揺れを表現するための指標であ 第 2.4.8 図　立ち上がることの可否

る．今回の熊本地震における揺れの特徴をつかむ

ため，発表された震度と体感の揺れの関係も調査

している．アンケートの回答者には実際に発表さ

れた震度と，体感の揺れの大きさを比較してどう
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思うかを聞いている．例えば震度が小さくても長

周期地震動の揺れが大きい場合は，発表された震

度より大きいと感じるはずなので，長周期地震動

階級によって震度と体感の揺れの大きさを比較す

ることで，長周期地震動の揺れの特徴が結果とし

て現れると考えた．その結果が第 2.4.11図である．

第 2.4.9 図　移動の可否

第 2.4.10 図　周辺の状況

大きな階級を観測した地域ほど，実際の揺れの方

が大きいと感じていたという結果が出ており，長

周期地震動階級 4 の地域では約 4 割，長周期地震

動階級 3 の地域では約 5 割の人が実際に感じた揺

れの方が震度より大きかったと回答していた．

一方，インタビュー調査の際，大きな揺れを経

験した人はこれまでこのような大きな揺れを経験

していないことから，よく分からないといったよ

うな意見もあったので，震度が小さいところでの

結果と比較するために，代表的な地域ごとの結果

も示す．震源から離れた広島県では，熊本県など

と比較して実際の揺れの方が震度より大きく感じ

たという割合が減っているが，さらに遠くの大阪

府や千葉県では，実際の揺れが震度より大きく感

じたという割合が 4 割前後と多くなっている．
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2.4.6.3　体感の揺れと観測された長周期地震

動階級

インタビュー調査では，長周期地震動階級につ

いてビデオを見せ説明をしたうえで，どの階級に

当てはまるか聞いたところ，概ね揺れの状況と対

応した階級を答えていたので，アンケート調査で

も同様に体感した揺れに対応する長周期地震動階

級と観測された長周期地震動階級との比較を行っ

第 2.4.11 図　震度との比較（10 階以上）

た（第 2.4.12 図）．比較結果をみると，個々の高

層ビルと長周期地震動階級を観測した地点は同じ

でないにもかかわらず，多くの回答がそのビルの

所在する地域で観測した長周期地震動階級の±

1 階級以内に入っている．地域で観測された長周

期地震動階級が，実際の高層ビル内の揺れを大ま

かにではあるが説明できていると推測され，第

2.4.10 図で示した被害状況と合わせて考えると，

地域において長周期地震動による被害発生の可能

性を判断すること等にも活用できる指標と成り得

ると考えられる．ただし，長周期地震動階級 3 の

地域で長周期地震動階級 2 と答えた人はやや多か

った．また，階級が大きいほど回答のサンプル数

が少ないこともあるので，今回の結果が他の全て

に通じるものではない可能性があり，分析の精査

と同様の調査の蓄積が必要である．

地域別に見ると，震源の近くである熊本県で階

級 3 から 4 の揺れを感じたという結果になってい

るが，千葉県でも震源から離れているにもかかわ

らず約 2 割の人が階級 3 または階級 4 相当の揺れ

だったと感じていたことが分かった．

2.4.6.4　長周期地震動の認知度について

気象庁では，平成 25 年度より長周期地震動階

級等の認知度調査を行っている．今回は長周期地

震動や長周期地震動の特徴についての認知度調査

を行った．長周期地震動の認知度は第 2.4.13 図で

第 2.4.12 図　観測した長周期地震動階級と体感との

比較
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示すとおりで，これまでの調査と同様，5 割の人

が長周期地震動という言葉を見たり聞いたりした

ことがあったと回答している．気象庁が行ってい

るこれまでの調査は，主に長周期地震動の影響を

受ける高層ビルが多い東京都 23 区，名古屋市，

大阪市で調査をしているが，西日本を中心に行っ

た今回の調査でも，多くの人が長周期地震動とい

う言葉を知っているということがわかった．

また，長周期地震動の特徴について聞いた結果

を第 2.4.14 図に示す．これまでの調査と同様に，

「高層ビルや長い橋では揺れが大きくなる」など，

高層ビルが大きく揺れるという特徴に対して多く

が理解しているが，エレベーターの被害が発生し

やすいこと，平野部で特に揺れが大きくなること

などについては理解度が低かった．

2.4.7　まとめ

熊本地震では，最大で長周期地震動階級 4 を観

測するなど，非常に強い長周期地震動による揺れ

を観測していたが，震度 7 を観測するなど，短周

期の揺れも非常に大きな揺れに見舞われていた．

また高層階のサンプル数も少なかったこともあ

第 2.4.13 図　観測した長周期地震動階級と体感との

地域ごとの比較

り，今回の調査結果がそのまま長周期地震動の特

徴的な揺れを表しているものとは判断できない．

ただ，今回の調査では，長周期地震動階級解説表

にあるような揺れ方を実際に感じていた人が多か

ったことが分かった他，体感に対応する階級が観

測された階級と概ね一致していることから，長周

期地震動階級という指標そのものは今回の地震に

よる揺れを概ね適切に表現していたと考えられ

る．今後も継続して調査を行い，観測した長周期

地震動階級の点検や長周期地震動に対する防災対

応及び事前対策などに活かしていきたい．
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第 2.4.14 図　長周期地震動認知度
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第 2.4.15 図　長周期地震動の特徴の認知


